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第1章 序 論 
1-1 本研究の社会的背景と目的 
1-1-1 洪水防御対策をとりまく社会的背景 
わが国は，緯度経度，地形，地質，気象などの自然条件から，台風，豪雨，地震，火山
噴火などによる災害が発生しやすい世界有数の自然災害大国であり，その被害額（1972 年
から 2001年の合計）は世界の 16.0％をも占めている 1)．それにもかかわらず世界有数の経
済大国となりえたのは，1960 年に始まった治水事業五箇年計画に代表されるように，社会
的合意のもと防災インフラストラクチャーの整備を計画的に着実に進めてきたことが大き
な要因の一つと考える．また，防災インフラストラクチャーの整備に社会的合意が得られ
たのは，1959 年の伊勢湾台風に代表されるように多くの死傷者や甚大な経済被害をもたら
した自然災害が，1940 年代から 1950 年代に相次いで発生し 2)，自然災害リスクに対する
社会的認知が高かったからと推察する． 
近年，自然災害の中でも発生頻度が高い台風や豪雨などの水害においては，浸水面積や
浸水家屋数，死傷者数などが 1960 年以前に比較して大幅に減少している 3)．2005 年に内
閣府大臣官房政府広報室が実施した世論調査によると 4)，河川の氾濫を経験したり危険を
感じたりしたことのある人はわずか 11.2％しか存在しない．このような国民の洪水被害経
験の減少と公共事業全般に係る批判とが相まって，科学的根拠や合理性が希薄な極論とし
てダムの不要・撤去論が一部で主張されたりするなど，特にハードを中心とした洪水防御
対策については容易に社会的合意形成が図れない傾向にあると考える． 
しかし，浸水面積が減少傾向を示しているにも関わらず，一般資産被害額は急激に増大
する傾向を示しており（図 1-1 参照），2000 年の東海豪雨災害のような甚大な経済被害な
どをもたらす都市部での水害，いわゆる「都市型水害」は，JR 博多駅前の地下街が浸水し
た 1999 年の福岡市，2003 年同じ福岡市，2004 年福井市，2005 年東京 23 区と，毎年のよ
うに全国各地で発生している 5)．また，時間雨量が 50mm，100mm を超えるような集中豪
雨の発生回数が近年増加傾向を示しており 6)，2004 年には観測史上最大の 10 個もの台風
が上陸し、堤防の決壊も相次ぎ，長崎水害（死者・行方不明者数 299 名 7)）が発生した
1982 年以降では最大の 232 名もの風水害による死者・行方不明者（2004年 12月 3日現在，
消防庁調べ）が発生した 8),9)．さらには，地球温暖化の影響などにより自然外力が巨大化
する可能性も指摘されており 6),10),11)，今後も社会経済活動支える安全基盤として，洪水防
御対策を着実に進める必要性は高いと考える． 
その一方でわが国は，今後，少子高齢化，人口減少化が一層進み，2055 年の総人口は長
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期の合計特殊出生率に中位の仮定（1.26）を用いても 2005 年より 3,784 万人，29.6％減少
する 12)．生産年齢（16～64 歳）人口となると，3,847 万人，45.6％も減少すると予測され
ている．さらには，高度成長期に整備したインフラストラクチャーが一斉に更新の時期を
迎え，その維持・更新に要するコストが増大すると予測され 13),14)，新たな社会資本整備へ
の投資余力は大幅に減少すると推察する． 
このような社会的背景における洪水防御対策の方向性を，事項で詳述する． 
1-1-2 洪水防御対策の方向性 
水害による一般資産被害額が増大傾向を示し（図 1-1 参照），自然外力も巨大化する可
能性があるなど，洪水リスクが増大する可能性が推察されるような状況の一方で，投資余
力が減少するような社会的背景における洪水防御対策は，これまで以上に効率化や，確実
な効果の発現が求められるところである． 
このような背景も踏まえて，前述の甚大な被害をもたらした 2004 年災を契機に国土交
通省河川局が設置した「豪雨災害対策総合政策委員会」は，「総合的な豪雨災害対策につ
いての緊急提言」で次のような提言をしている 15)．2004年災を「今年は，梅雨期の集中豪
 
 
図 1-1 水害被害額及び一般資産水害密度等の推移 5) 
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雨や度重なる台風の上陸により，全国各地で激甚な水害，土砂災害及び高潮災害が数多く
発生した．これらは，未だ災害に対する整備水準が低いことも大きな要因であるが，近年
の集中豪雨の増加などの自然的状況の変化や，少子高齢化などの社会的状況の変化に起因
した新たな災害の様相を呈するものでもあった．」と総括し，今後の対策の基本的方向と
して「今年の災害から明らかになった自然的・社会的状況の変化による新たな課題に的確
に対応しつつ，できるだけ早期に安全度を高め，被害を最小化することが今後の災害対策
の基本的命題である．災害対策はハード整備とソフト対策があいまって効果を発揮するも
のであるが，これまでの災害対策は施設が絶対的に不足していたことから施設整備が中心
であった．ある程度施設整備がなされ，また今後の投資余力が限られる中で，施設の機能
をより効果的に発揮させることも踏まえた本格的なソフト対策の展開と全てを同様に守る
のではなく守るべき対象により手法を選択するなどのハード整備の質的転換が重要であ
る．」としている（傍線著者）． 
このように，今後の洪水防御対策の方向性は，一つは被害最小化という視点に立って，
従来の自然外力を施設などによって完全に制御しようとする「防災対策」的な考え方から，
守るべき対象により対策手法を選択する「減災対策」的な考え方への転換を図ることであ
る．そしてもう一つの大きな方向性が，洪水時の水防活動や人的被害の最小化を目指す避
難誘導対策，さらには洪水リスクの高い地域からの移転を促す土地利用政策や事業継続計
画（BCP；Business Continuity Plan）の作成促進など，社会システムによる洪水防御対策，
すなわちソフト対策の強化を図ることである． 
このような洪水防御対策を展開するためには，洪水リスクに対する社会的認知・受容の
向上を図ることが重要な命題であると考えるが，その理由を次項以降で詳述する． 
1-1-3 減災対策への転換とその課題 
前述したように今後の洪水防御対策の方向性としては，自然外力を完全に制御して被害
の発生を抑え込もうとする「防災対策」から，ある程度の被害を許容する，国民サイドか
ら見れば被害を受容する「減災対策」への施策の転換が重要と考える． 
減災対策を広義にとらえて考えるならば，歴史的には，江戸時代に尾張藩が自分の領地
を洪水などから守るために築いたされる木曽川左岸（尾張側）の「御囲堤（図 1-2）」16) 
や，同様に庄内川左岸堤（尾張側）を右岸堤より三尺高く作らせた上に，洪水で堤防が危
なくなったときには右岸の堤防を切るように命じたことなどは 17)，支配者側からみた場合
の究極の減災対策といえる．また，堤防を築くことを許されなかった木曽川の右岸側（美
濃側）では，集落毎に地域を洪水から守る「輪中堤」が築かれ，洪水時には住民総出の水
防活動が行われるとともに，住居の宅盤の嵩上げや洪水時の避難場所などとしての「水
屋」の築造，緊急避難用の「上げ船」などが常設されていた 18)．まさに，地域コミュニテ
ィーによる「共助」，「自助」の減災対策が実施されてきたのである． 
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しかし，明治以降は，平等思想のも
と全川一律的に．全ての洪水を河道内
で制御しようとするハードを中心とし
た洪水防御対策が河川管理者により進
められてきた．このような対策の着実
な実施により，近年は中小規模の洪水
による被害は大幅に減少し，1 項で述べ
たように洪水被害経験のある国民は非
常に少ない．その結果，潜在する洪水
リスクを社会的に過小評価しているこ
とが大きな要因と推察するが，前述し
た輪中堤や水屋などの「共助」や「自
助」による減災対策はほとんど姿を消
そうとしている．この潜在する洪水リ
スクを過小評価する傾向は，水防の第
一義の責任者である市町村においても
みられる．たとえばそれは，2000 年の
東海豪雨災害における愛知県の西枇杷
島町で，古来より地形的に洪水リスクが非常に高い地域であるにもかかわらず，洪水防御
対策の中枢を担う町役場が浸水し対策本部が機能しなかったことなどからも伺うができる． 
防災対策から減災対策に転換を図るということは，洪水の制御を河道内だけでなく，流
域全体で制御しよとするものであり，主に河川管理者だけが行っていた洪水防御対策を，
社会全体で対策しようとするものである．すなわち，ある程度の洪水被害の受容を社会的
に求めるとともに，自らの，あるいは地域の責任・判断による，自助，共助による減災対
策の実施を求めるということである．たとえば，河川管理者は破堤した場合のリスクの大
きさに応じた洪水防御対策を実施したり，住民には宅地を守る変わりに農地の浸水許容を
求めたり，宅地においても床上浸水は防ぐけれど床下浸水の許容を求めるなど，洪水リス
クの社会的な受容をもとめるということである．したがって今後，防災対策から減災対策
への転換を図るためには，いかにして潜在する洪水リスクに対する社会的認知を高めるか，
どのようにして洪水リスクの社会的受容を求めていくかが，重要な命題であると考える． 
1-1-4 ソフト対策の強化とその課題 
今後の洪水防御対策の大きなもう一つの方向性は，自然外力を施設によって制御しよう
とする「ハード対策」一辺倒の施策展開から，たとえば洪水時の水防活動や避難誘導など
の危機管理活動による対応など，自然外力に社会システムとして対応しようとする「ソフ
 
図 1-2 御囲堤 16) 
 
尾張側 
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ト対策」の強化を図ることであると考える． 
その主要な取り組みの一つが，甚大な経済被害をもたらした 2000 年の東海豪雨災害を
契機とした水防法の改正である．従前，国が管理する河川でのみ実施されていた洪水予報
を，都道府県管理河川にまで拡充し，災害情報発信の充実を図った．さらには，洪水予報
河川で破堤被害が発生した場合の浸水想定区域と浸水深の指定・公表を河川管理者に義務
づけるとともに，その浸水想定区域に係る市町村に対し，洪水予報の伝達方法や避難場所，
その他円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を地域防災計画に定め，地域住
民に周知することを規定した．すなわち，市町村に対し避難場所や避難経路を明示した，
いわゆる「洪水ハザードマップ」の作成・公表を促し，ソフト対策の充実を図った． 
またその後，中小河川での破堤被害など甚大な被害が発生した前述の 2004 年災を契機
に，水防法を再改正し，浸水想定区域の公表対象河川を中小河川にまで広げるとともに，
全国 2,300 の市町村（水防法再改正当時）に洪水ハザードマップの作成・公表などを義務
づけるなど，ソフト対策の一層の充実を図ってきている．その結果，洪水ハザードマップ
を公表している市町村は，2007 年 9 月 30 日時点で，対象約 1,065 市町村（市町村合併に
より対象市町村数は大幅に減少）の内，約 57.2％の 609 市町村と順調に増加しており，国
土交通省では 2009年度までに全市町村が対応するよう支援に努めるとしている 19)． 
しかし，たとえば 2006 年に新聞社が実施した調査によると 20)，ハザードマップをみた
ことがある人は 32.7％存在するにも関わらず，日常生活の中で災害への備えてとしてハザ
ードマップを目のつく場所においている人はわずか 3.5％しか存在しない．さらに同調査
によると，70.4％の人が河川の氾濫などの水害に対して安全だと考えている．同様に，前
述の 2005 年に内閣府大臣官房政府広報室が実施した世論調査においても 4)，川の氾濫や高
潮などによる水害に対して「安全」または「まあ安全」とする者の割合が 81.3％も占めて
いる．わが国では，国土の 10％の洪水氾濫区域に国民の半分が居住していると言われてい
るが 6)，それにも関わらず，多くの国民は洪水によるリスクを認知していない状況にある
といえる．それは，洪水防御施設の整備により洪水による浸水面積が大幅に減少し，国民
の洪水被害経験が減少したことが要因と考える．同世論調査で，居住地域が｢安全｣とする
理由として 42.0％の人が｢今までに水害がなかったので，これからもないと思うから｣と挙
げていることからも推察することができる． 
すなわち，2000 年の東海豪雨災害を大きな契機として取り組んできた国・県・市町村の
洪水ハザードマップを主としたソフト対策は，十分には社会的に認知されていない状況に
あると考える．今後，一層のソフト対策の強化を進めていくためには，潜在する洪水リス
クの社会的認知を高め，それを受容しての自助，共助を促していくことが重要な命題であ
ると考える． 
なお，このようなリスク認知に関する課題は，洪水災害だけでなく自然災害全般にみら
れ，また個人だけでなく企業においても同様に存在する．たとえば，三島は「災害の心理
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学 21)」で，阪神・淡路大震災以降に人々の地震に対するリスク認知は確実に高まったが，
事業所に関しては必ずしも認知と行動（＝地震対策構築）がリンクしていないと指摘して
いる．そのことは，名古屋商工会議所が 2006 年に名古屋地域における企業に対し実施し
た企業防災の実態調査からも伺うことができる 22)．この地域は，今後 30 年間にマグニチ
ュード 8 以上の地震が非常に高い確率で発生することが予想されている（東海地震：87％，
東南海地震：60％程度，南海地震：50％程度 23)）うえに，事前対策が特に必要と考えられ
る製造業が集積する地域であり，さらには地震ではないが 2000 年に東海豪雨災害で甚大
な被害を経験，あるいは目撃しているにもかかわらず，「震災発生後の業務の継続・早期
復旧のための事前対策」について，42.5％もの企業が「特に何も実施していない」と回答
している．また，自社の全ての建造物の耐震強度を把握している企業となると，わずか
27.9％しか存在しない．このように，自然災害のリスクの社会的認知を高め，さらにはそ
のリスクを受容して自らが対策を実施するよう促すことは，重要ではあるが非常に難しい
命題でもある． 
1-1-5 本研究の社会的目的 
ここまで述べてきたように，現在の社会的背景を考えれば今後の洪水防御対策は，防災
対策から減災対策への転換や，ハード対策とソフト対策の連携強化が重要な施策ではある．
そして，そのためにはいかにして洪水リスクに対する社会的認知・受容の向上を図るかが
重要な命題である． 
第 2 章で詳述するが，本研究では，洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策に関して，
(Ⅰ)洪水リスクの定量化と対策選定プロセスの明確化，(Ⅱ)洪水防御対策の適切な評価，
(Ⅲ)洪水リスクの情報発信と認知・受容の向上方策，という 3 つの枠組みから研究アプロ
ーチする． 
1-2 本論文の構成 
本論文は，図 1-3に示すように 6つの章で構成している． 
本研究の社会的な背景や構成を示す本章に続き，第 2 章ではこれまでの実施されてきた
洪水防御対策の効果と課題を分析したうえで本研究の必要性について述べ，洪水リスクの
社会的認知・受容の向上方策に関連する既往研究を整理して，本研究の位置づけを明らか
にする．併せて，1-1-5 で示した研究アプローチの枠組みの一つ，(Ⅰ)洪水リスクの定量化
と対策選定プロセスの明確化に関する研究として，安全工学の分野で研究が進んでいるリ
スク・マネージメントの体系を参考にして，洪水防御対策におけるリスク・マネージメン
ト（案）を提示する． 
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続く第 3 章では，(Ⅱ)洪水防御対策の
効果を適切な評価に関する研究として，
甚大な経済被害を招く都市型水害，特
に事業所被害に着目してその構造的特
質を分析する．その上で，都市型水害
の被害額算定方法，すなわち洪水防御
対策の評価手法について検討・提案す
る． 
さらに，(Ⅲ)洪水リスクの情報発信と
認知・受容の向上方策に関する研究と
して，作成・公表が進められている洪
水ハザードマップに着目して，第 4 章
では同マップの作成・活用に係る現状
と課題を分析し，第 5 章では潜在する
洪水リスクを国民に伝え認知・受容を
高めるリスク・コミュニケーションの
ツールとしての同マップのあり方につ
いて考察する． 
最後に，第 6 章では，本研究の内容
と成果について取りまとめるとともに，
今後の展開について考察する． 
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第3章
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第5章
リスク・コミュニケーションのための
洪水ハザードマップのあり方
第6章
本研究のまとめと今後の展開
 
図 1-3 本論文の構成 
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第2章 研究の必要性と位置づけ 
前章では，洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策を研究することの重要性を，社会
的背景とそれを踏まえた洪水防御対策の方向性の面から述べた．本章では，これまで行わ
れてきた洪水防御対策の現状と課題，そして今後の方向性から，洪水リスクの社会的認
知・受容の向上方策に関する研究の必要性を述べる． 
その上で，その向上方策に関する既往の研究をレビューするなどして，本研究の位置づ
けを明らかにする． 
2-1 洪水防御対策の現状と課題，そして今後の方向性 
2-1-1 洪水防御対策の歴史的経緯と今後の方向性 
(1)歴史的経緯 
わが国は，アジアモンスーン地域に属し，年間降水量が多いだけでなく梅雨時や台風時
などに集中して多量の雨が降るという「気象条件」や，国土が狭く細長いうえに中央部に
2,000～3,000ｍ級の急峻な山脈が縦断しているため，急勾配な河川が多く，山地に降った
雨水が土砂を伴って一気に平野部に流下してくるという「地形条件」を有している．さら
には，洪水により運搬された土砂が堆積し形成された太古の昔は海であった沖積平野を中
心として，社会・経済活動が営まれてきたという「社会条件」を有しており，それゆえ古
より洪水と闘い，あるいは共存してきた歴史がある 1),2)． 
沖積平野は，前述のように洪水の氾濫により形成されていることから肥沃であり，その
ことなどから古来より農業が営まれ，そして洪水（河川）を堤防によって閉じこめること
などによって集落が形成されてきた．このような河川は幾たびかの破堤と築堤を繰り返し，
さらには山地からの洪水に伴う土砂の供給などによって河床が上昇してきた．そして現在，
沖積平野を流れる河川の多くでは，洪水が人々が生活を営む堤内地盤よりも数メートルも
高いところを流下し，「天井川」と言われるような潜在リスクの高い形状をなしている． 
またこのような歴史的経緯の結果として，わが国は，人口の約 50％，資産の約 75％が
国土の約 10％の洪水氾濫区域に集中し，非常に大きな洪水リスクを抱えた状況で社会・経
済活動が営まれている 1)．なお，現在，多くの国民はその危険性，洪水リスクを認識して
いない状況にあることは前章で述べたとおりである 3)-5)． 
わが国の洪水防御対策は，江戸時代以前は地先の防御を主体として行われ，江戸時代に
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入って，多くの河川で現在のような 2 条の堤防が築かれるようになった．さらに明治時代
に入って，1896（明治 29）年に治水と舟運を河川管理の目的とした旧河川法が制定された
後は，オランダの治水技術の導入などにより，既往洪水の最高水位や最大流量を基礎とし
た計画洪水流量を基準に洪水防御計画が策定され，これを安全に流下させるよう計画的に
築堤や河道整備などが行われきた．このような「既往最大主義」と言われる洪水防御計画
は，既往の洪水よりさらに大きな洪水が発生するとすぐ計画を改定しなければならないこ
とや，河川毎の潜在する洪水リスクの大きさが洪水防御計画に十分に反映されないという
欠点があった． 
その後 1964（昭和 39）年に，戦後の社会経済活動の発展を支える安全基盤と水資源の
確保を目的として，いわゆる「治水」と「利水」を河川管理の目的とした新河川法が制定
された．また昭和 30 年代に入り，発電ダムで始まったダム建設技術が向上し，洪水調節
機能や利水機能などをもった多目的なダム建設が可能（容易）となり，主要な河川では雨
量や水位，流量などの水文データが整備されるようになった．このような背景のもと，前
述の既往最大主義の欠点の解決を図ることなども目的として，地域の重要度などから全国
的な治水安全度の均衡を図った計画規模（降雨量の年超過確率）を定め，貯留関数法など
による流出解析を行って洪水防御の基本となる「基本高水（ハイドログラフ）」を決定す
る手法が導入された．そして，新河川法の水系一貫主義の考え方のもと，築堤や河道掘削
などにより河積の拡大を図るとともに，上流部に洪水調節ダムや遊水地を設ける，いわゆ
る河道内で洪水を制御する対策を実施してきた．1980（昭和 55）年には，総合治水対策事
業が導入され流域対策（貯留）も実施してきているが，一部の都市河川に止まっている． 
(2)今後の方向性 
このような洪水防御対策の効果は事項で詳述するが，近年，計画的な洪水防御対策の実
施により洪水による浸水面積などが大幅に減少し，前述したように河川の氾濫を経験した
り危険を感じたりしたことのある人はわずか 11.2％しか存在しない状況まで治水安全度が
向上している 3)．その結果として，輪中堤や水屋などの「共助」や「自助」による減災対
策はほとんど姿を消そうとしている．しかし，近年，図 2-1 に示すように集中豪雨の発生
回数は明らかに増加傾向を示しており 6)，自然外力が巨大化することが危惧される．さら
には，国土交通省河川局が 2007年 11月 29日に記者発表した「水関連災害分野における地
球温暖化に伴う気候変動への適応策のあり方について（中間とりまとめ）7)」によれば，
気候変動に関する政府間パネル IPCC（ Intergovernmental Panel on Climate Change）の第
4 次評価報告書をダウンスケーリングをするなどして日本周辺の現象をより詳細に表現で
きるモデルにより検討した結果として，100 年後の降水量は現在のおおむね 1.1～1.3 倍，
最大で 1.5 倍程度となり，表 2-1，2-2 に示すように現計画が目標としている治水安全度
が著しく低下，浸水・氾濫の頻度が増えることが予測される．このような洪水リスクの増
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大への対応の必要性は，
2000 年の東海豪雨災
害で一級河川の庄内川
において既往最大の 2
倍近い洪水流量が発生
したことや 8)，2004年
に既往最大の 10 個の
台風上陸したことなど
からも指摘できると考
える． 
またこのような気候
変動に伴う洪水リスク
の増大への対応は，従
来の「公助」と言われ
るような河川管理者に
よる対策だけで安全性
を確保することは困難
であり，河川管理者に
よる対策の実施には多
くのコストと時間を要
することからも，「自
助」・「共助」による
対策や都市行政などと
の連携が重要になると
考える．自助・共助の
重要性は，たとえば，
2004 年の新潟・福島
豪雨で，集中豪雨によ
り五十嵐川や刈谷田川
などの中小河川が破堤
し多くの死傷者が発生
したが，その新潟県に
おける死者 15 名のう
ち前期高齢者（65～74
歳）が 3 名，後期高齢
 
 
※1時間降雨量における年間延べ件数（全国アメダス地点 約 1,300 箇所より）   
図 2-1 1 時間降水量の年間発生回数 6) 
 
表 2-1 100 年後の計画の治水安全度 7) 
 
 
表 2-2 100 年後の降雨量の変化が治水安全度に及ぼす影響 7) 
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者（75 歳以上）が 9 名であったことや 9)，刈谷田川では過去何度か破堤被害を経験してい
る外湾側が住民総出の水防活動などにより破堤を免れ，結果的に対岸（内湾側）が破堤し
たこと 10)などからもいえると考える．また，都市行政などとの連携の重要性は，2000年の
東海豪雨災害において，前章で述べた西枇杷島町役場が浸水して防災行政機能を発揮でき
なかっただけでなく，名古屋市を中心として広範に道路，鉄道，電気，ガス，電話などの
インフラストラクチャーが被災し都市機能が長期に渡り麻痺したこと 11)などからも指摘で
きると考える． 
またこのような指摘は，国土交通省河川局が 2005 年 10 月に設置した「大規模降雨災害
対策検討会」の提言 12)でもなされている．具体的には，近年の治水をとりまく状況を，
「気候変動等の影響により，集中豪雨等による被害が増加傾向にあり，この傾向は今後も
続くと見込まれている．また，限られた投資余力の中で，施設整備には時間がかかり，施
設の整備途上で被災するといった状況が常に存在している．加えて，高齢化社会の到来に
より災害時要援護者の増加，旧来型の地域コミュニティの衰退，水防団員の減少等，地域
防災力が低下し，氾濫した場合の備えがますます重要になってきている．」とし，「水
害・土砂災害から人命と財産を守るためには，今後とも洪水氾濫等そのものを発生させな
いための施設整備を，効果的に着実に推進することが極めて重要である．しかしながら，
施設能力を超える水害・土砂災害が発生する可能性は常に存在することを踏まえ，これま
での氾濫等を発生させない対策に加えて，災害が発生した場合でも被害を最小化する対策
についてもあわせて強力に実施するよう転換すべきである．このためには，災害を受ける
側が自らの生命や財産を守れるようにすることが重要であり，従来からの河川行政による
対策だけでなく，まちづくりや住まい方，個々人の対応を含め，関係する様々な主体が相
互に連携して総合的に取り組む必要がある．」と災害が発生した場合でも被害を最小化す
る対策の必要性を提言している（傍線著者）． 
そしてこのような自助・共助による対策を住民や企業に求めたり，河川行政の枠を超え
た他行政の連携による対策の実施を促すには，洪水リスクの社会的認知・受容を高めるこ
とが必須であると考える． 
さらに 1997（平成 9）年には，河川管理の目的に環境を加えるとともに，従来の工事実
施基本計画を河川整備基本方針という長期計画と，河川整備計画という概ね 20 年～30 年
の短期計画の 2 本立てに分離したほか，地域住民や学識者の意見を計画に反映させる仕組
みなどを取り入れた河川法の改正が行われた 13)．この河川法改正は，長良川河口堰（1995
年運用開始）の建設に際して社会問題化した自然環境への影響や，情報公開・住民合意の
必要性など，従来の河川行政に係るさまざまな課題が露呈したことが契機となっており，
社会的合意を得た洪水防御計画の策定が法的に規定されている．すなわち，法的にも，洪
水リスクの社会的認知・受容の向上を図る必要性が生じている． 
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2-1-2 これまでの洪水防御対策の効果と課題，そして今後の方向性 
本項では，近年の洪水防御対策がどのような効果を発揮してきて，現在，どのような課
題があるのかを，治水投資額と浸水面積及び浸水家屋数，風水害による死傷者数，水害被
害額などから分析する． 
治水投資額には，洪水防御対策以外の費用も含まれているが，大局的に傾向をみるとい
う観点から，治水特別会計決算額 14)を用いた．効果の指標は，浸水面積，浸水家屋数，風
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図 2-2 治水投資額（累計）と浸水面積の関係 
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図 2-3 治水投資額（累計）と浸水家屋数の関係 
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水害による死傷者数，水害被害額とした．これらの指標は，「水害統計 15)」の値を基に，
自然災害ゆえの年変動をできるだけ排除するため，当該年を含む過去 5 箇年の平均値を用
いた．また，金額は全てデフレーターを用いて 2000（平成 12）年に換算した．以上の条
件でデータがそろう 1965（昭和 40）年からの 2000（平成 12）年の間で，治水投資額の累
計を横軸に，各指標を縦軸にとって散布図を作成した（図 2-2～図 2-5）．さらに，各々
の図に線形近似，対数近似，多項式近似，累乗近似，指数近似のうち，最も相関が高い
（R２値が最も 1 に近い）近似曲線を引いた．なお，近似曲線はあくまでも傾向をみるため
に引いたもので，近似式そのものに意味を求めているものではない．よって，多項式近似
における次数は 3を上限とした． 
まず，治水投資額（累計）と浸水面積の関係（図 2-2）をみる．明らかに治水投資額の
累計の伸びに伴って浸水面積が減少しているのがわかる．但し，40 兆円を超えた辺り，年
次では 1996（平成 8）年頃に該当するが，その辺りから浸水面積の減少傾向が止まってい
る．次に，治水投資額（累計）と浸水家屋数の関係（図 2-3）をみる．これも浸水面積と
同様に，明らかに治水投資額の累計の伸びに伴って浸水家屋数が減少しており，40 兆円を
超えた辺りから減少傾向が止まっている．さらに，治水投資額（累計）と風水害による死
傷者数の関係（図 2-4）をみる．これも浸水面積や浸水家屋数と同様に治水投資額の累計
の伸びに伴って死傷者数が減少しているが，減少傾向は 10 兆円，年次でいうと 1977（昭
和 52）年頃から止まっており，その後は概ね年間 500 人前後で推移している．ここまでの
結果から，治水投資が一定の洪水防御効果を発揮していることは明らかである．しかしそ
の一方で，近年，洪水被害の減少傾向は停滞する傾向を示しており，たとえば庄内川・新
川で東海豪雨災害前に 716 億円を投資しておけば約 5,500 億円の被害軽減が図れたという
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図 2-4 治水投資額（累計）と死傷者数の関係 
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ように 1)，個々の河川では効果を発揮しているが，国全体でみた場合には，洪水防御対策
の効果が見えにくくなっているといえる．また，そのことは，全国一律的なハードを中心
とした洪水防御対策から，個々の河川毎の対応の必要性や，破堤した場合の氾濫被害の発
生形態に応じた対策の選定の必要性を示唆していると考える． 
最後に，事業（施設整備）着手・継続の重要な指標となる水害被害額と治水投資額（累
計）の関係（図 2-5）をみる．これをみると治水投資額と，水害被害額に相関関係がみら
れないことがわかる．浸水面積は治水投資の増加に伴って減少傾向を示しているのに，水
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図 2-5 治水投資額（累計）と被害額の関係 
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図 2-6 浸水被害密度の経年変化 
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害被害額は減少傾向を示していない．その原因を分析するために，浸水面積当たりの浸水
被害額（被害密度）の経年変化図（図 2-6)を作成した．被害密度は，都市化の影響なども
みるため，全浸水被害額を全浸水面積で除した浸水被害密度と，一般資産被害額を農地を
除く宅地・その他浸水面積で除した一般資産被害密度の 2 つとした．これをみると，浸水
被害密度は概ね経年的に漸次増大傾向を示している．一方，一般資産被害密度は 1983（昭
和 58）年頃から浸水被害密度の増加傾向より大きな増大傾向を示し始め，1997（平成 9）
年頃からの増大は著しいものがある． 
社会資本整備審議会の第 22 回河川分科会では，世帯当たりのパソコン普及率の経年変
化を例示し，家庭内における電化製品など水害に弱い高価な資産の増加を，一般資産被害
密度の増大傾向の要因としている 16)．しかしそれだけではなく，2000（平成 12）年の東海
豪雨災害や 2004（平成 16）年の福井豪雨災害のような莫大な被害額をもたらす「都市型
水害」が，前述したように毎年のように各地で発生していることも大きな要因ではないか
と考える．それは，図 2-7 に示す水害被害額の経年変化で，都市型水害が発生した 2000
年と 2004 年に突出して都市型水害の特徴である事業所関係の被害額が大きくなっており，
それに伴って全体の被害額も増大していることからの推察である（都市型水害における事
業所被害が，一般の水害と比較して大きくなることは，第 3 章の分析を参照）．洪水防御
対策が全川一律的に進められた結果，近年の集中豪雨の増加傾向などもあり，もっとも洪
水の負荷がかかる下流部，人口と資産が集中している下流部での水害が増加している可能
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図 2-7 水害被害額の経年変化 
 
 - 18 - 
性もあると推察する．これを実証するためには，膨大なデータの整理が必要であり今回の
研究には取り込んでいないが，第 3 章では都市部での水害が「治水経済調査マニュアル
17)」で想定している一般の地域での水害以上に甚大な経済被害を招くことを明らかにして
いる．また，都市部での洪水防御施設の整備は，多くの住民の同意を得る必要があり，用
地の確保とともに多くの費用と時間を要する原因となっており，都市部の洪水防御能力を
不十分なものとしている可能性もあると考える． 
以上のようなことから，今後の洪水防御対策の方向性としては，次の 3 点が特に重要と
考える．1 点目は，これまでと同様に全川一律の洪水防御対策を進めても，これ以上の浸
水面積，浸水家屋数，死傷者数の大幅な減少は非常に難しい．潜在するリスクの大きさや
被害の意発生形態に応じた対策の実施が重要と考える． 
2 点目は，治水投資を進めても被害額はこれまでも減少傾向を示しておらず，逆に一般
資産被害密度が増加傾向を示していることから，今後は被害額が増大傾向を示す可能性さ
えもある．1 点目の指摘とも通じるが，被害密度が大きい都市型での水害の発生を抑制す
る対策の実施が重要と考える． 
3 点目は，1 点目と 2 点目の対策を効率的・効果的に実施するためには，その実施につ
いて前項で述べたように法的にも社会的合意形成を図る必要がある．また，その対策には
多くのコストと時間が掛かることは明らかであり，1 章でも述べたように新たな社会資本
への投資余力が減少すると考えられる社会情勢も踏まえると，住民ひとり一人が洪水リス
クを受容して自ら，あるいは共に対策を実施することを促すことが非常に重要になってく
ると考える． 
したがって，今後の洪水防御対策においては，潜在する洪水リスクのの社会的認知を高
めるとともに，洪水リスクに対する社会的な受容を高めていくことが重要な命題であると
考える． 
2-2 洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策に関する研究の枠組みと位置づけ 
2-2-1 研究アプローチの枠組み 
1 章では社会的背景から，前節では洪水防御対策の現状と課題，そして今後の方向性か
ら，洪水リスクの社会的認知・受容の向上を図ることの重要性，必要性を述べた．その向
上方策に関する研究アプローチとしては，大きくは次の 3つの枠組みがあると考える． 
(1)洪水リスクの定量化と対策選定プロセスの明確化 
1 つ目の枠組みは，潜在する洪水リスクを定量化と，洪水防御対策の選定プロセスの明
確化などに関する研究である．その方策としては，安全工学の分野で体系化が進んでいる
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リスク・マネージメント（Risk Management）の導入が適切と考える．既往の洪水防御対策
に係るリスク・マネージメントの研究は，土地利用誘導であるとか 18),19)，洪水保険への加
入促進や 20),21)，個別の対策の進捗を目的としたものであったり 22)-24)，洪水が発生した時の
対応，すなわちリスク・マネージメントを広義に捉えてのクライシス・マネージメント
（Crisis Management）を対象にしたもので 25)-28)，洪水リスクを定量的に評価し洪水防御対
策の選定プロセスの明確化などを図ることを目的とした研究は，著者が調べた限りでは存
在しない． 
本研究では次節で，安全工学分野のリスク・マネージメント体系 29),30)を参考にして，洪
水防御におけるリスク・マネージメントシステムや洪水リスクの定義，算定，評価，そし
て対策メニューについて著者が考える案を提示し，その有効性の実証については今後の課
題とする． 
(2)洪水防御対策効果の評価 
2 つ目の枠組みは，洪水による被害額の正確な算出，すなわち対策効果の適切な評価に
関する研究である．道路事業などと異なり効果が実感できず，過小評価されやすい洪水防
御対策の効果の評価手法に関する研究である．被害額については，前節で述べたように
1960 年以降の計画的な治水投資によって浸水面積や浸水家屋数，死傷者数などが大幅に減
少しているのにも関わらず，減少傾向を示しておらず，近年はむしろ増加する傾向を示し
ているという課題もある．その要因としては，2000 年の東海豪雨災害に代表されるような
都市部での水害の増加が大きな要因と考えることも前述したところである． 
そこで本研究では第 3 章で，都市型水害に着目して，特に一般の水害との大きな相違が
あると考える事業所の被害にについて，その時間的構造と空間的波及構造を分析する．そ
のうえで，洪水被害額の適切な評価手法ついて検討・提案する 31)．具体的には，典型的な
都市型水害であった 2000 年 9 月の東海豪雨災害で甚大な被害が発生した地域の事業所を
対象に，被災から営業活動が停滞し復旧するまでに要した日数，その間の売上高の変化や
販売先地域の変化などをアンケート調査した結果を，地域特性や業種特性，水害特性など
の面から分析する．そして，都市型水害の時間的構造と空間的波及構造の特質を，「治水
経済調査マニュアル（案）17)」などに示されている一般の水害の特質と比較分析し，被害
額算定手法などを検討・提案する． 
自然災害の波及被害に関する既往の研究では，芦谷・地主 32),33)が，阪神淡路大震災の 3
年後（1998）に，兵庫県内の企業を対象として，被災前，被災後，最近の 3 時点における
売上総額，販売先比率，品目別売上比率の 3 項目についてアンケート調査を行い，被災前
後の被災地域産業連関表を作成して，被災による経済影響を分析しているが，被災による
影響と経済のマクロ要因による影響の分離はできていない．本研究では，水害が発生する
地域の特徴，都市部と地方部の相違点を分析している点，事業所が被災し停滞期を経て復
 - 20 - 
旧するまでの売上高と販売先地域の変化のプロセスを，地域特性，業種特性，水害特性の
面から分析している点，営業に支障を与えた要因を分析している点などで，芦谷らとは異
なる．なお，石川・片田・木村（著者）・佐藤 34)は，前述の事業所アンケート調査結果を
用いて，産業連関表による経済波及の分析を行っている．その他では，山岸・飯野ら 35)が，
2004 年の新潟・福島豪雨で被災した三条市においてアンケート調査を実施して，三条市と
三条市を除く新潟県の 2 地域で応用一般均衡モデル（CGE モデル）を用いて，水害による
経済的波及被害の分析を進めている． 
しかし，このような二次的な波及被害（効果）は，国民経済的な視点で見ると他地域で
の生産で補われ相殺されるため事業効果に含めるべきでないとの考え方と，被害実態を見
てみると比較的短期間で地域限定的に生じると考えられことから，範囲（地域）を限定し
て考えれば事業効果として計上してよいという二つの考えがある．洪水対策の効果につい
て社会的合意を得るという観点からも，どこまでの範囲を効果として取り込むかは検討を
要するところである． 
(3)洪水リスクの情報発信と認知・受容の向上方策 
3 つ目の枠組みは，潜在する洪水リスクを広く社会に情報発信し，洪水リスクの認知や
受容を高める方策に関する研究である．洪水リスクの認知・受容を高める方策としては，
理由は後述するが，リスク・コミュニケーションの実施が最も有効な方策と考える．また，
そのリスク・コミュニケーションのツールとしては，洪水ハザードマップが最も適してい
ると考え，本研究では第 4章と第 5章で洪水ハザードマップに着目して分析・検討する． 
本項では，リスク・コミュニケーションの有効性や重要性などを指摘する既往の研究報
告や，リスク・コミュニケーションの技術，リスク・コミュニケーションを補完するツー
ルなどに関する既往研究をレビューして，本研究の位置づけを明らかにする． 
a)リスク・コミュニケーションの重要性・有効性 
洪水被害の軽減のために住民の自助などを促す手法としてのリスク・コミュニケーショ
ンの重要性や有効性については，これまでさまざまな研究成果が報告されている．たとえ
ば，岡崎は「防災における動機づけに関する研究 36)」で，地域・コミュニティの人々が防
災に関心を持ち続け，自律的に災害回避のための対策・行動が取れるようにするため手法
としてリスク・コミュニケーションの重要性を指摘している．瀬尾は「都市水害対策 都
市水害へのソフト型対策とリスクコミュニケーション 東海豪雨災害を例に 37)」で，2000
年の東海豪雨災害を分析して，都市水害のリスク軽減のためには，行政と住民とがリスク
情報を共有しそれぞれの立場で防災活動を行う必要性を指摘し，そのためのリスク・コミ
ュニケーションの重要性などを説いている． 
また，片田・児玉らは「洪水ハザードマップの住民認知とその促進に関する研究 38)」で，
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洪水ハザードマップをリスク・コミュニケーション・ツールとして活用することの重要性
を指摘するとともに，1967 年の羽越水害で甚大な被害を受けた山形市西原地区（須川流
域）で 2003 年に住民説明会を実施し，アンケート調査結果などからリスク・コミュニケ
ーションによる洪水ハザードマップの住民認知の促進効果（有効性）を報告している． 
そのほか，元吉・高尾らは「水害リスクの受容に影響を及ぼす要因 39)」で，自然災害の
場合は，科学技術とは異なり直接のベネフィットをを定義することが困難なため，水害リ
スクの規定因としてベネフィット認知を取り入れることは困難とし，災害リスクは発生頻
度が低いために，発生したときの被害は大きいにもかかわらず無視されやすいリスクとい
えるとしている．そして，水害の脆弱性の高い地域に住み続ける以上，地域の水害リスク
を正しく認知し，そのリスクを受容することが，防災対策を行う上での必須となる可能性
を指摘できるとし，住民が水害リスクに対して正しい理解をするためには，ハザードマッ
プなどによる一方的な情報提供だけでなく，住民と専門家や行政が双方向的に情報の提供
や意見の表明・交換を行う，リスク・コミュニケーションが必要と報告している． 
このような既往の研究が指摘しているように，洪水リスクに対する住民の認知・受容を
高めるためには，たとえば洪水ハザードマップを配布するだけといった一方向のインフォ
メーションでは効果的でなく，双方向の情報共有などを目的としたリスク・コミュニケー
ションの実施が必要であり有効と考える．したがって，潜在する洪水リスクの社会的認
知・受容を高める方策としては，リスク・コミュニケーションを実施が有効であり，それ
に関する研究は重要と考える． 
本研究では，d)本研究の位置づけで詳述するが，第 4 章および第 5 章で，住民の洪水リ
スクの正確な認知と，適切な避難行動のために，リスク・コミュニケーションの実施が非
常に重要なことについて述べる． 
b)リスク・コミュニケーション技術 
リスク・コミュニケーション技術に関しても多くの研究報告がなされており，吉川 40),41)
や三島 42)，木下 43)，岡本 44)が詳しい．たとえば，吉川は，「リスクの評価とその管理 リ
スクコミュニケーションとは何か 40)」で，次のように研究報告している．米国研究評議会
が 1989 年に｢リスクコミュニケーションとは，個人，機関，集団間での情報や意見のやり
とりの過程｣と定義していることを引いて，そのやりとりの過程には，(1)リスクそのもの
についてのさまざまなメッセージ（リスクメッセージ），(2)厳密にはリスクそのもののメ
ッセージとはいえないが，リスクメッセージやリスク管理のための法律や制度の整備に関
する関心，意見などをあらわすメッセージの 2 種類のメッセージが含まれるとしている．
そしてこの定義の要点は，(ⅰ)リスク・コミュニケーションは，情報を伝えるだけでなく，
情報を聞く，あるいは意見を述べる，というような情報の受け手からの働きかけを含んで
いること，(ⅱ)リスク・コミュニケーションとしてやりとりされる情報は，必ずしも直接
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的にリスクに関係する情報だけではないこととしている．また，①日常不審に思っている
ことや疑問，企業や行政に対する意見が伝えられると，思いもよらなかったリスクの発見
や，長期的には相互の理解につながることがある，②リスク・コミュニケーションでは，
表面的にはリスクと無関係に見える情報のやりとりも重視，③リスク・コミュニケーショ
ンは，リスクについての単なる情報伝達技法ではない，④一般の人々を納得させるための
技術ではない，⑤上手な記者会見の開き方のような単なるマニュアルの羅列でもない，こ
とを指摘している（傍線著者）． 
また，三島は，「災害の心理学 42)」で，リスク情報の送り手にとって重要なことは，リ
スク情報を一方的に提示するのではなく，「この地域の危険度は実際にはどのくらいか」，
「なぜこのような情報や行動が必要か」などといった情報の受け手の疑問や不安に答える
姿勢を持つことであり，これがリスクコミュニケーションとし，リスクコミュニケーショ
ンによって，人々のリスク認知レベルをある程度まで摺り合わせることが可能と指摘して
いる．そして，リスクコミュニケーションにおいては，(ⅰ)繰り返すこと，(ⅱ)過去の事例
を引き合いに出すことが，効果を高めるポイントだとし，2000 年の有珠山噴火に際して住
民の避難行動が適切に行われたのは，23 年前の噴火が格好の過去の事例となり，避難指示
を出した後，民家を一軒一軒確認して回ったことが「繰り返し」にあたり，警報の重要性
を住民に認識させることができたからであり，このことは社会心理学的知見から見て評価
できるとしている（傍線著者）． 
木下は，「リスク・コミュニケーション －その理論的背景，技法，効果－43)」で，リ
スク・コミュニケーションの基本構造は，対象の持つベネフィットの側面だけでなく，リ
スクを含めて公正に情報を伝えるところにあるとし，リスクの表現技術として伝えるべき
リスクの内容には，(ⅰ)災害がどのような性質のものか，(ⅱ)それがどのような方法で測ら
れのか，(ⅲ)どのような単位で表現されるのか，(ⅳ)いかなる方法でリスクを回避できるの
か，などといった情報が含まればならないとしている．また，情報の提供者は，リスクの
伝達に際して，①まず具体的な目的を明確にすること，②受け手が普段使っている用語と
概念の範囲で分かりやすい表現法を工夫すること，③受け手の注意や関心を引きつける表
現を用いること，④情報が歪んだり誤解を生じさせたりすることがないように，その内容
が正確且つ簡明であること，⑤市民がよく知らない対象のリスクの場合は，よく知ってい
る対象のリスクを引き合いに出すなどの工夫をすること（リスク比較），⑥内容が決定さ
れる過程が公正であること（公正理論的にいえば手続的公正），⑦フェアな情報として受
け手から信頼されるメッセージであること，⑧緊急時に慌てないよう，日頃から基本的な
フォーマットを用意しておくこと，⑨専門家に目通しさせておくこと，などといった注意
を守ることが最低限必要と指摘している．さらには，リスク情報の双方向性の重要性や課
題などとして，(a)リスクが発生する場面で所有する情報は量的にも質的にも送り手が圧倒
的に優位，(b)受け手（市民）は情報にアクセスする技術も経済力もないのが普通，(c)従来
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は送り手（行政，企業）が市民に「広報」する形で一方的に情報を提供するだけ，(d)汚染
を除去する作業者にもリスクを正確に伝えることが少なかった，(e)リスクを正しく伝える
には上位下達方式では限界がある，(f)広報以外に市民や作業者などの関係者の意見を聞く
「広聴」（公聴ではない）の必要性が論じられるようになってきた，(g)市民とのワークシ
ョップ共催などを含んだ「共考」という双方向の情報の流れを取り入れることが重要視さ
れてきた，(h)リスク・メッセージとリスク・コミュニケーションの大きな違いはこの点，
(i)市民との共考には消費者・事業者向けの表示規制法，知る権利，情報公開，インフォー
ムド・コンセント，製造責任など，多くの法律問題が絡んでおり簡単ではない，(j)市民は
一般に自分の周囲に発生した個別問題に関心が集中しがち，(k)行政は広域的に全体の調和
を考えた解決策を出さなければならず調整は大変，(l)個々の市民が個人的利害のみを考え
て行動すると結局は社会全体が大きなコストを被ることになる「社会的ジレンマ」の問題
は深刻，(m)リスクの対象によっては受益者としての市民と，被害者としての市民が同一と
は限らず，便益は享受したいが自己の近辺へのリスクは避けたい住民エゴ「裏庭問題」に
つながる問題もある，(n)行政や企業と市民の間に介在して，時には媒介者，時には批判者
として機能するマス・メディアの問題もある，ことなどを指摘している（傍線著者）． 
このように，リスク・コミュニケーション技術に関しては，既にさまざまな研究成果が
報告されていることから，本研究では直接的な研究対象とはせず，特に傍線を引いた点な
どに留意して洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策の研究を行っている．たとえば，
本項で研究アプローチの枠組みとして示している(1)洪水リスクの定量化と対策選定プロセ
スの明確化と，(2)洪水防御対策効果の適切な評価は，木下がリスクの表現技術として伝え
るべきリスクの内容に含まれなければならないとしている(ⅰ)～(ⅳ)を対象とした研究とな
っている． 
c)リスク・コミュニケーション・ツール 
リスク・コミュニケーション・ツールに関しても，さまざまな研究報告がされている．
たとえば，川嶌・多々納・畑山ら 45),46)が，人々の水害時の避難行動を規定する避難メンタ
ルモデルを仮定して，水害リスクコミュニケーション支援システムの開発を行い，地域住
民の持つ水害状況に対する認知や避難行動の代替案集合の多様化が見られたことを報告し
ている．池田・佐藤・福薗ら 47)-49)は，水害リスクに係る学習支援ツールなどを開発し，防
災教育効果の検証報告をしている． 
また，片田，桑沢ら 50),51)は，危機管理と防災教育のツールとして津波災害総合シナリ
オ・シミュレータを開発し，尾鷲市などで防災教育を実践し検証評価している．著者は，
片田らとその研究成果を洪水災害にも応用すべく，2004 年に「庄内川避難計画評価システ
ム研究会」を立ち上げ，庄内川沿川の名古屋市中村区を対象に研究を進めている 52)． 
しかし，洪水リスクの認知や受容を社会的に高めるためには，このような比較的小規模
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なコミュニティを対象としたツールだけでは不十分で，普遍性のある（広く行き渡った）
ツールを活用する必要があり，そのツールとしては 2009 年度までに全ての対象市町村で
作成・公表を目指し，現時点（2007 年 9 月 30 日現在）で 60％近くの市町村が作成・公表
済み 53)の「洪水ハザードマップ」を活用することが最も有効と考える． 
洪水ハザードマップに掲載する浸水情報（浸水想定区域と浸水深）は，水防法第 14 条
で「当該河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨により当該河川がはん濫した場合
に浸水が想定される区域を浸水想定区域として指定するものとする（傍線著者）」と規定
されている．この規定は，洪水ハザードマップの浸水情報と，堤防やダムなどの洪水防御
対策（ハード施設整備）の計画・整備状況の整合を図ったものである．つまり，ハード施
設の整備が進めば，洪水ハザードマップに掲載される浸水想定区域は縮小され，洪水時の
避難活動などのソフト活動は軽減されるといように，ハード対策とソフト対策が連動した
洪水リスク情報となっている．たとえば，浸水想定区域内の住民は，現状以上のハード施
設の整備を望まない場合は，洪水ハザードマップに掲載されている洪水リスクを受容して，
自らの判断で洪水時には避難活動などのソフト対策を適宜実施することになる．したがっ
て，このような点からも洪水ハザードマップは，潜在する洪水リスクの基本的情報を広範
に周知するうえで，最も有効なツールであると考える．なお，洪水ハザードマップに掲載
されている以上の洪水が発生する可能性もあるし，ハード施設の整備を望んだところで，
その実現には多くの時間とコストを要することは，これまでも述べたところである．  
また，洪水ハザードマップに関しては，洪水時の避難ツールとしての有効性だけでなく，
洪水時のリスク情報取得に関する住民心理など，利用者（住民）サイドの視点から，作成
や公表時のさまざまな課題などが研究報告されている 38),39),54)-61)．そのほか，作成・公表者
（自治体）サイドの作成・公表の実態調査などからの課題なども報告もされている 62)-64)が，
国の施策も含めてそれらを同列に分析した研究報告は著者が調べる範囲では存在しない．
洪水ハザードマップに期待する効果の発現を図るためには，同マップの作成・公表者であ
り，活用者である市町村の実態を踏まえた上で，国の施策や住民の意識と併せて，現状と
課題を分析することが重要であると考える．そこで本研究では，これらの既往の研究報告
なども踏まえて，第 4 章で市町村の洪水ハザードマップの作成・公表担当者が，「洪水ハ
ザードマップ作成の手引き 65)」などで示されている国の施策の方向性や，専門家が既往の
研究で指摘している洪水ハザードマップの作成・公表上の課題などについて，現状どのよ
うに取り組んでいるかなどを，水防法改正後の 2006 年に愛知県内市町村を対象に実施し
たアンケート調査結果より把握し，洪水ハザードマップの作成・公表に係る現状と課題を
分析する． 
洪水ハザードマップは，そもそも通常，1 枚ないし数枚の紙媒体の情報ツールであるこ
とから，発信できる情報量は限られており，洪水災害の状況変化に応じた情報発信はでき
ず，双方向性の機能も持ち得ないなどの諸制約があるツールである．一般的に，自然災害
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や人為災害など，あらゆる災害への対処・対策活動は，災害の発生を抑制し危機的状況と
ならないよう対処するリスク管理を行うフェーズ（局面）と，災害が発生した際の対策活
動を行う危機管理を行うフェーズに別けて考えられる．洪水ハザードマップは，洪水時の
円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項などを住民に周知させるための印刷物，
いわゆる洪水避難時のマニュアルで，危機管理を行う局面での活用を主眼に作成されたツ
ールである．しかし，洪水災害は，通常，多くの住民にとっては何年，或いは何十年に一
度遭遇するか否かの災害であり，その時のために配布された洪水ハザードマップを保存し，
危機管理ツールとして適切に活用することは非常に難しいと言わざるを得ない．それは，
前章でも述べたように日常生活の中で災害への備えとしてハザードマップなどを目のつく
場所においている人が 3.5％しか存在しないことからも推察できる 3)．また，破堤した場合
の氾濫流の浸水域や浸水深，流速などは洪水毎に異なり，時々刻々変化するものであり，
情報量や即応性，双方向性などに制約がある紙媒体の情報ツールでは，適切な避難行動を
住民に随時伝えることはできない．むしろ，洪水災害の状況に応じた適切な行動を，住民
一人ひとりが自ら考え対応する「自助」力の向上や，共に助け合っていく「共助」力の向
上を目指すことの方が，洪水ハザードマップの活用としては有効であると考える． 
したがって，洪水ハザードマップは，リスク管理場面での活用に主眼をおいてリスク・
コミュニケーション・ツールとして使用することにより，さまざまな課題の解決が図れる
とともに，洪水リスクの社会的認知・受容の向上につながると考える．リスク・コミュニ
ケーション（住民説明会）の実施による洪水ハザードマップの認知促進効果は，前述した
ように片田・児玉ら 38)が報告しているところである． 
そこで，本研究では前述しように第 4 章で，洪水ハザードマップの作成・活用に係る現
状と課題について分析したうえで，第 5 章で洪水リスクの社会的認知と受容の向上方策と
して，洪水防御対策の変遷と洪水ハザードマップの普及の経緯を概観しながら，洪水防御
対策における洪水ハザードマップの位置づけを考察する．そして，コミュニケーション・
ツールとしての観点から洪水ハザードマップの課題などを整理し，リスク・コミュニケー
ションのための同マップの作成・活用のあり方を考察する 66)．  
2-2-2 本研究の位置づけ 
洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策に関する研究アプローチ，前項で述べた 3 つ
の枠組みにおける本研究の位置づけを図 2-8に示す． 
本研究では，次項で洪水防御対策におけるリスク・マネージメント（案）を提示し，第
3 章では都市型水害における事業所被害の構造的特質について，第 4 章で洪水ハザードマ
ップの現状と課題を分析したうえで，第 5 章でリスク・コミュニケーションのための洪水
ハザードマップのあり方について考察する． 
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2-3 洪水防御対策におけるリスク・マネージメント（案） 
洪水防御へのリスク・マネージメント導入を考察するため，まずは安全工学分野のリス
ク・マネージメントシステム体系を参考に 23)，システム（案）の作成を試みた（図 2-9）．
最初にリスク対応方針を決定し，リスクを特定した上でリスクアセスメントを行い，それ
に基づいてリスク対策計画の策定・実施，対策実施後はモニタリング・チェックという流
れで循環するフローとした．リスクアセスメントからリスク対策計画の策定・実施の間に，
本研究のテーマでもある「社会的合意」を挿入したが，この点は安全工学分野におけるリ
スク・マネージメントシステムとは異なっている．リスクアセスメントでは，リスクシナ
リオを作成しリスクを算定，そして費用対効果の算定を行うリスク分析と，リスク評価を
行うこととした． 
このシステムを現在の洪水防御対策の進め方に当てはめて考えると，リスク対応方針が
河川整備基本方針の策定，リスク対策計画が河川整備計画，モニタリング・チェックが事
業再評価に該当する．社会的合意は，河川法 16 条の 2 で規定されている，学識者や地域
住民，関係行政機関などの意見を聴くことに相当する． 
リスク対応方針（河川整備基本方針）に基づき，リスク特定では，過去の被災実績や，
現況の施設（河道，ダム）に計画規模の洪水が発生し破堤した場合の被害などを想定して，
洪水防御対策の対象とするリスクを特定する．そして，シナリオ分析では，過去の主要な
■洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策に関する研究
[研究アプローチⅠ] 洪水リスクの定量化と対策選定プロセスの明確化
○リスク・マネージメントの導入
<第2章第3節で案の提示>
[研究アプローチⅠ] 洪水リスクの定量化と対策選定プロセスの明確化
○リスク・マネージメントの導入
<第2章第3節で案の提示>
[研究アプローチⅡ] 洪水防御対策の適切な評価
○都市型水害における事業所被害の構造的特質分析
<第3章で分析>
[研究アプローチⅡ] 洪水防御対策の適切な評価
○都市型水害における事業所被害の構造的特質分析
<第3章で分析>
[研究アプローチⅢ] 洪水リスクの情報発信と認知・受容の向上方策
①リスク・コミュニケーションの重要性・有効性
<第4章，第5章で分析>
②リスク・コミュニケーション技術
<既往研究レビュー>
③リスク・コミュニケーション・ツール
<第5章で分析>
[研究アプローチⅢ] 洪水リスクの情報発信と認知・受容の向上方策
①リスク・コミュニケーションの重要性・有効性
<第4章，第5章で分析>
②リスク・コミュニケーション技術
<既往研究レビュー>
③リスク・コミュニケーション・ツール
<第5章で分析>
 
図 2-8 本研究の位置づけ 
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洪水や計画規模の洪水を流下させ
てリスク分析・評価を行い，河川
整備計画の目標とするシナリオを
特定していくことになる． 
以下，本項では，洪水防御にリ
スク・マネージメントを導入する
に際して最も重要となる「リスク
の定義」や「リスク算定」，「リ
スク評価」，そして「リスク対
策」について，著者が考える案を
詳述する． 
2-3-1 リスクの定義 
リスクの算定を行うためには，
洪水防御におけるリスクをどう定
義するかを検討する必要がある．
そこで，最初に国が現在，事業評価において，洪水リスクをどのように定義しているかを
みてみる． 
公共事業全般にわたる事業評価手法のガイドブックである「公共事業の手引き 67)」では，
防災事業のリスク（期待被害額）は，式(1a)で定義されている（式は著者が同手引きを基
に作成した．）． 
期待被害額＝被害額×発生確率     (1a) 
なお，防災事業による被害軽減効果としては，期待被害額の他に，「被災可能性に対す
る不安」があるが，現在のところ評価手法に課題があるため計上しないこととされている． 
また，治水事業の評価手法のガイドブックである「治水経済調査マニュアル（案） 17)」
では，リスク（D：年平均被害軽減期待額）は，被害軽減額に洪水の生起確率を乗じた流
量規模別年平均被害額を累計して算定することと定義されており，式(1b)で表される（式
は著者が同マニュアルを基に一部アレンジして作成した．）． 
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ここで，Nmは流量規模 Qmの年平均超過確率，Dmは流量規模 Qmが発生した時の被害
軽減額で，流量規模 Q0 は無害流量（被害が発生しない流量），Q6 が計画規模（河川整備
方針における計画規模，あるいは河川整備計画における目標規模）を示している．なお，
洪水は 6ケース（m=6）程度設定すると規定されている． 
一方，安全工学分野でリスクは，一般的に次の 3 つの式で定義される 29)．アメリカ原子
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図 2-9 リスク・マネージメントシステム（案） 
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力委員会などで使用されるている定義が式(1c)，MIT による定義が式(1d)，ハインリッヒの
産業災害防止論による定義が式(1e)である． 
リスク＝被害規模×発生確率      (1c) 
リスク＝Hazards／Safety Guards 
   ＝潜在危険性／安全防護策    (1d) 
リスク＝(1)×(2)×(3)          (1e) 
(1)：潜在危険性が事故となる確率 
(2)：事故に遭遇する可能性 
(3)：事故による被害の大きさ 
洪水防御対策におけるリスクの定義は，リスクをどのような視点に立って捉えるかによ
ってその定義は大きく変わってくると考えられる．河道内の洪水時の水位が計画高水位に
達することをリスクと考えるならば，すなわち洪水位が計画高水位に達すれば破堤すると
仮定するならば，洪水防御対策におけるリスクは，式(1c)で定義することができる．また，
あくまでも堤防が破堤することをリスクと考えるならば，定義は式(1d)となる．さらに，
堤内地（居住地）側から，すなわち住民が水災に遭遇することをリスクと考えるならば，
定義は式(1e)となる． 
洪水防御対策においてリスクの定義に(1d)や(1e)を採用する場合は，堤防の安全性を確率
評価する技術の確立が必須である．しかし，堤防は過去の被災経験などを踏まえてその形
状が決まっており，浸透やすべりに対する安全性などは評価できるが，破堤する可能性を
堤防の形状や土質から確率評価できるレベルにはない．そこで，現状の技術レベルでは，
自ずと式(1c)を洪水防御対策の定義とすることになる．また，本項の冒頭で示したように，
事業評価などにおいてもリスクは，式(1c)の定義を基に規定されている．したがって，洪
水防御におけるリスクの定義は，式(1c)を適用することが適切だと考える．しかし，事業
評価においては，掛け算の結果としてのリスク値でのみリスクを評価しているが，式(1c)
は発生確率と被害規模の大小関係でリスクを捉えることが重要と考える．次項のリスク評
価では，その観点から洪水防御のリスク評価方法を提案，考察する．  
2-3-2 リスクの算定 
本項では，式(1c)の定義に基づいて，リスク算定を行う方法について提案する．リスク
を構成する 2 つの因子の内，「被害規模」については，第 3 章で都市型水害における課題
や対応策について詳細に検討する．そこで本項では，もう一つの因子である「発生確率」
について考察する． 
「発生確率」とは，式(1c)では洪水位が計画高水位に達する確率であり，それをどう求
めるかが重要となってくる．治水事業評価（式(1b)）では，年平均超過確率や被害軽減額
は，基本高水の検討で採用した方法（雨量確率または流量確率）により求めることとされ
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ている 17)．その基本高水は，河川砂防技術基準同解説 13)で，一般的に，毎年最大降雨量
の集合体である実績降雨(群)より計画規模に対する年超過確率の降雨量を求め，主要な洪
水の実績降雨量をその降雨量まで引き伸ばした対象降雨(群)を用いて，流出解析を行いハ
イドログラフ(群)を求め，流量確率や比流量による検証を行った上で，ピーク流量や総ボ
リュームなどを総合的に検討して決定することとされている． 
水位の発生確率を求める場合は，まずは年超過確率毎の降雨量を求め，それを基本高水
を決定した降雨パターンを用いて流出計算を行い，ダムや遊水地などの洪水調節施設で調
節した後に河道に流下してくるピーク流量を対象にして，準二次元不等流計算によって洪
水位を算出して各河道断面で H-Q 式（水位流量曲線式）を作成する．そして，その H-Q
式より計画高水位以下の流下能力（流量）を求め，その流量に対応する年超過確率を水位
の発生確率としている． 
著者は，洪水防御のリスク・マネージメントにおける「発生確率」は，このような降雨
量から流量を求め，その流量から水位を求める，いわゆる「雨量確率」ではなく，直接的
に過去の実績流量を確率処理して求める「流量確率」を用いることを提案する．それは，
雨量と流量が 1：1 の関係にはないからである．流量は，降雨の量だけでなく，その降雨
の時間分布や地域分布の影響も大きく受け，また降雨発生時の土壌の状態（降雨の河川へ
の「流出率」や，土壌が飽和状態となるときの雨量「飽和雨量」）によっても大きく変化
する．一方で，流量は，流域の開発の影響を受けるという課題もあるが，国が管理するよ
うな流域面積が大きい河川ではその影響は小さいと考えるし，影響があった場合も流出率
や飽和雨量を変化させて流量を補正することにより対応することができると考える． 
なお，最も直接的な方法として，毎年の最高水位を確率処理することも考えられる．し
かし，水位は，河道掘削など洪水防御対策の影響だけでなく，洪水発生時の河道の状況
（河床材料，砂州，樹木の繁茂状況など）や河口の水位の影響を受け，毎年のデータを同
一条件下のデータに補正することは難しく，流量確率を採用することが現状では最も妥当
と考える． 
2-3-3 リスクの評価 
洪水防御のリスク評価方法としては，横軸に発生確率を，縦軸に被害規模をとり，それ
ぞれの大小関係から（領域毎に）対策を検討する手法を提案する（図 2-10）．この手法を
採用することによって，全川一律の洪水防御対策の実施から，例えば上下流の地点毎など，
洪水の発生確率と洪水が氾濫した場合の被害規模の大小関係を地点毎に比較して，洪水防
御対策の選定を行い，事業を実施していく方法に転換が図れると考える．ひいては，被害
額の軽減にもつながっていくものと考える． 
領域毎の対策は，次のように考えることを提案する．なお，次項で詳述するが，ここで
リスク削減（Risk Reduction）とは，公（河川管理者等）による洪水防御施設の整備などを，
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リスク保有（RiskRetention）とは洪
水の発生を受け入れて住民・企業が
自ら実施する対策を，リスク移転
（Risk Transfer）とは洪水保険制度
などの活用を指すものとしている． 
洪水の発生確率が低く被害規模も
大きくない領域 Aは，一般的にリス
ク対策と呼ばれるリスク削減対策を
基本的に実施せず，住民や企業など
に対しリスクの受容を求めることと
する．発生確率は低いが発生した場
合の被害が甚大な領域 B は，リスク移転を基本に考える．この領域は，リスク削減対策を
実施するとそのコストが高額になることが予想され，その場合には住民・企業などに対し
保険の加入などを促すことになる．発生確率は小さくないが被害規模が小さい領域 C は，
洪水防御対策に要するコストとリスク値（被害規模×発生確率）の比較から，リスク削減，
またはリスク保有を考える．発生確率も高く被害額も大きいリスク領域 D は，リスク削減
を基本に考える．また，図 2-10 には表示していないが，リスク値が非常に大きくなった
場合には，リスクへの直接的な対策を実施せず安全な土地への移動を促すなど，リスク自
体を回避するリスク回避（Risk Avoidance）対策を考える必要がある．この対策は，今後，
少子高齢化，人口減少化を迎えるわが国において，都市計画でいうコンパクトシティの考
え方とも整合が図れ，被害を最小化する面では最も効果的な究極的対策ではある．しかし
現実的には．現状の社会・経済を支える土地利用の実態や歴史的経緯，地理的条件などか
ら，対策の実施は困難を極めるという側面もある． 
2-3-4 リスク対策メニュー 
本項では，前項で示した 4 つのリスク対策に対応する洪水防御のリスク対策メニューを
提案する（図 2-11）．リスク削減対策としては，主に河川区域内での施設整備を中心とし
た a)洪水防御施設の整備対策と，流域を対象とした b)雨水の流出制御・抑制対策があると
考える．リスク回避対策としては，前項でも述べた都市政策との連携による c)安全な土地
利用対策があげられる．リスク保有対策としては，d)被害を受容する土地利用への誘導対
策や，e)危機管理局面への備え，f)復旧・復興への備えがあると考える．この対策の実施は，
住民や企業などにどうリスクの受容を求めていくか，すなわち本研究のテーマである洪水
リスクの社会的認知・受容の向上をいかに図るかが重要な課題である．その対応策が，洪
水防御のリスク評価（案）（図 2-10）を用いたリスク・コミュニケーションの実施と考え
る． 
被
害
規
模
大
↑
小
0
0   1/100 1/50 1/1
小　→　 　大 発生確率
<領域Ｃ>
リスク削減
又は保有
<領域Ａ>
リスク保有
<領域Ｄ>
リスク削減
<領域Ｂ>
リスク移転
 
図 2-10 リスク評価（案） 
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最後に，リスク移転対策と
しては，洪水ハザードマップ
などを用いて洪水の危険性に
対する社会的認知を高め，洪
水保険への加入を促す g)保険
制度の活用を考える． 
本節で述べてきたようなリ
スク・マネージメントの案を
洪水防御対策に導入すること
が，洪水リスクの定量化と洪
水防御対策選定プロセスの明
確化につながるものと考える．
今回提案したリスク評価では，
被害の発生確率と規模，一部
コストも含めて領域毎にリス
ク対策を決めることにしてい
るが，領域をどう設定するか
などは検討を要するところで
ある．今後は，河川整備計画
を策定する場面などで運用を
試みることによって，さらな
ら検討を進めたいと考えてい
る． 
 
復旧・復興計画，BCPの策定，促進等　，etc
住宅地等における床下浸水の許容
情報伝達（共有）網整備
洪水危険性の周知　，etc
f)リスク保有：復旧・復興への備え
土地利用誘導（耐浸水型の家屋（工場）建設への誘導を含む）
土地利用規制
c)リスク回避：安全な土地利用
g)リスク移転：保険制度の活用
洪水保険加入促進
農地等の一時的浸水の許容　，etc
水災危険性の周知　，etc
危険区域の設定　，etc
線引き（市街化区域，市街化調整区域の設定）
浸水被害の許容（誘導）
住民等への周知　，etc
雨水浸透阻害行為の許可，等　，etc
防災拠点等の整備
防災計画書，水防計画書，BCP（Business Continuity Plan）の策定，促進等
浸透機能の確保；透水性舗装，等　，etc
開発許可
防災（水防）訓練，避難訓練，等
家屋の雨水貯留施設（補助制度）　，etc
規　制
気象予測・洪水予測・氾濫予測体制の整備
e)リスク保有：危機管理局面への備え
河道内・流域での整備
堤防強化
氾濫域での整備
洪水調節施設；ダム，遊水地
河道（流下断面）拡大；河道掘削，堤防嵩上げ，引堤
二線堤，輪中堤，宅盤の嵩上げ，等
洪水防御施設の質的整備
流出抑制（増加防止）
貯留施設；調整地，貯留管，等
破堤しない堤防；スーパー堤防
b)リスク削減：雨水の流出制御・抑制
破堤しにくい堤防；洗掘対策，浸透対策，越水対策，耐震対策，等
施設整備
誘　導
d)リスク保有：被害を受容する土地利用
a)リスク削減：洪水防御施設の整備
貯留施設（制御機能のないもの）；グランド，駐車場，等
流出制御
施設整備
森林の保全・整備
田畑の保全（農業振興地域の設定）
洪水防御施設の量的整備
 
図 2-11 リスク対策メニュー一覧（案） 
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第3章 都市型水害における事業所被害の構造的特質 
3-1 概 説 
近年，異常気象ともいえるような大規模な自然災害が相次いでおり，多くの死傷者も伴
っていることから，ハードとソフトが一体となった防災・減災対策に，早期に取り組むこ
とが求められている．なかでも，2000 年の東海豪雨災害のような広範な被害をもたらす都
市部での水害，「都市型水害」は，JR 博多駅前の地下街が浸水し死者も出た 1999 年の福
岡市，2003年同じ福岡市，2004年福井市，2005年東京 23区など，全国各地で毎年のよう
に発生しており，今後，我が国が少子高齢化の時代を迎え，ますます都市に人口と資産が
集中すると考えられる中で，その対策は喫緊の課題である．一方で，近年は財政状況の悪
化もあり，公共事業の実施に際しては，事業効果の明確化に対する社会的要請がますます
強くなってきており，都市型水害対策を重点的に進めるためには，その効果を明確にする
こと，すなわち被害額を的確に捉えることが重要である． 
水害による被害額の算定は，一般的に「治水経済調査マニュアル（案）1)」（以下，
「マニュアル」と記す．）に基づいて行われるが，マニュアルは，被害額の算定において，
全国平均や都道府県別の基礎数量や被害率の数値を用いていること，直接的な資産被害に
ついては瞬時に回復し，事業所の営業停止被害などの間接的被害についても物理的に最低
限必要な日数で通常の社会経済活動が行えるとしていること，さらに，事業所の営業停止
による被災地域以外への波及被害の算定方法を明示していないことなどから，多くの事業
所が存在する都市部での水害の時間的，空間的波及構造の特質を捉えられず，被害額を適
正に算出することが出来ないと考えられる． 
そこで本章では，都市型水害が発生した地域の一般的特徴や，都市型水害の発生形態及
び被害の特徴から，都市型水害における事業所被害には，水害発生から復旧までに長い時
間を要する時間的構造の特質と，直接被災していない地域へ被害が波及する空間的波及構
造の特質があるとの認識のもと，典型的な都市型水害であった 2000 年 9 月の東海豪雨災
害の被災地域の事業所を対象に，被災から営業活動が停滞し復旧するまでに要した日数，
その間の売上高の変化や販売先地域の変化などをアンケート調査し，その集計結果を地域
特性，業種特性，水害特性の面から分析して，都市型水害の被害額を的確に捉えるための
方法を検討する 2)． 
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3-2 分析の枠組み 
本節では，典型的な都市型水害であった 2000 年の東海豪雨災害の被災状況などから，
都市型水害の特徴を抽出し，都市型水害における事業所被害の「時間的構造の特質」と
「空間的波及構造の特質」という 2 つの概念を提示し，本研究の分析の枠組みを示すとと
もに，その構造的特質を把握・分析するために実施した事業所アンケート調査の概要を示
す． 
3-2-1 都市型水害からみた東海豪雨災害 
(1)気象状況 
東海豪雨災害は，2000年 9月 11日から 12日にかけて，名古屋市などの都市部を中心に
発生した記録的な豪雨による水害，「都市型水害」であった． 
名古屋地方気象台では，時間最大雨量 93mm，総雨量はその年の年間総雨量 1,535mm の
1/3 にも及ぶ 567mm を記録し，11 日の日雨量は観測史上過去最大であった明治 29 年の日
雨量 240mmの 2倍近い 428mmであった 3)． 
(2)主な河川の出水状況 
名古屋市の西部を流下する 1 級河川庄内川から分派する新川では，名古屋市西区地内で
左岸堤防が約 100m にわたり破堤した．新川沿川での破堤氾濫及び内水氾濫による浸水被
害は，浸水面積が約 19 ㎢，床上約 11,900 戸を含む浸水戸数が約 18,100 戸，マニュアル 4)
に基づく想定被害額は約 6,700億円に及んだ 3)． 
また，春日井市を流下し庄内川に合流する八田川では，6 箇所，延べ約 1km にわたって
洪水が堤防を越えて市街地に流れ込み，約 140戸の家屋が浸水した 5)． 
名古屋市南部を流下する 2 級河川天白川では，支川で洪水が堤防を越えて市街地に流れ
込み，天白川沿川での溢水氾濫及び内水氾濫による浸水被害は，浸水面積が約 10 ㎢，床
上約 3,800戸を含む浸水戸数が約 8,200戸，想定被害額は約 3,500億円であった 6）． 
(3)都市型水害からみた被害状況 
愛知県内における被害は，人口や産業，資産などが集中する都市部での水害であったこ
とから，浸水家屋が床上 40,688棟を含む 62,573棟，被災事業所が 7,288社，被災従業者は
86,744 人に及んだ．特に，破堤被害が発生した新川沿川 2 市 5 町では，約 42 万人に避難
勧告が出されるなど，多くの避難住民，帰宅困難者が発生した 7)． 
また，インフラが集積する地域での水害であったことから，東海道新幹線，地下鉄など
の公共交通機関の運転規制や，高速道路，幹線国道などの通行止めが長時間に渡り続き，
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交通・流通網が麻痺したほか，水道，
電気，ガス，電話などのライフライ
ンが長期間停止し，市民生活や事業
所の社会・経済活動に大きな影響を
与えた（表 3-1）． 
この東海豪雨災害の影響は，自動
車産業を中心に，甚大な被害が発生
した東海地方だけでなく，全国へ波
及した（表 3-2）． 
さらに，復旧過程においては，泥
水を被って使えなくなった家具や電
化製品，畳などの災害ゴミが大量に
発生した．災害救助法の適用を受け
た愛知県内 21 市町で約 8 万 1,400
トン，特に新川破堤の影響を強く受
けた西枇杷島町では，通年の年間排
出量の約 5倍の約 2万 4,000トンの
災害ゴミが発生し，その処理に半年
を要した 7)． 
3-2-2 事業所被害の特質と研究の枠
組み 
(1)都市型水害の特徴 
都市型水害の発生形態や被害の特
徴は，その地域の地形や都市化の状
況，社会・経済の状況などと密接な
関係がある．それは，都市型水害の
嚆矢とも言われる 1959 年の伊勢湾
台風で顕著である．都市の急激な発
展や事業所の社会・経済活動の拡大
に伴い，地下水が過剰にくみ上げら
れ，濃尾平野一帯が広域地盤沈下し，
歴史的な大水害を招いた． 
そこで，都市型水害と一般（地方）の水害の違いを明確にするため，表 3-3 で「地形，
表 3-1 主なインフラの被災・復旧状況 
 
 
表 3-2 他地域への波及被害（新聞検索） 
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河川，下水道（雨水）の特徴」及び
「都市化，流域開発の特徴」，「社
会・経済の特徴」から都市型水害の
発生した地域の一般的特徴を，表
3-4 で都市型水害の発生形態及び被
害の特徴を分類・整理する． 
都市型水害が発生した地域には，
東海豪雨災害が発生した名古屋市及
びその周辺地域でも確認できるよう
に，一般的に低平地で緩やかな河床
勾配などの「地形，河川，下水道
（雨水）の特徴」や，田畑が減少し，
ほとんどの土地が舗装化され，イン
フラが集積するなどの「都市化，流
域開発の特徴」，人口，産業，資産
が集積し，広範な交易活動が行われ
るなどの「社会・経済の特徴」があ
る（表 3-3）． 
このような特徴をもつ都市におけ
る水害の発生形態は，低平地という
地形的特徴から，氾濫水が拡散し氾
濫域が広範になる傾向や，内水の排
除をポンプに依存することから，氾
濫水の排除に時間を要するとともに，
内水被害も頻発する「発生形態の特
徴」がある．また，ひとたび水害が
発生すると，河川の中・下流部に位
置し，人口，資産，産業が集積して
いることなどから，災害ゴミが大量に発生し，その処理に長い期間を要するとともに，イ
ンフラや地下街などにも甚大な被害が及ぶなどの「被害の特徴」を示す．さらに，広域か
らの通勤・通学，第二次，第三次産業のウエイトの高さなどから，水害が昼間に発生した
場合には，交通途絶などによる帰宅困難者の大量発生や，下水道マンホールの吹き上がり
などによる避難途上の犠牲者発生も，都市型水害の典型的特徴である（表 3-4）． 
表 3-3 都市型水害が発生した地域の一般的特徴 
 
 
表 3-4 都市型水害の発生形態及び被害の特徴 
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(2)事業所被害の時間的構造の特質 
事業所が集積した都市部の水害で
ある都市型水害は，氾濫域が広範で，
氾濫水の排除に時間を要するなどの
発生形態や，災害ゴミの大量発生や
インフラへの大きな被害などの被害
の特徴から，住家や農地が主体の一
般（地方部）の水害と比較して，一
旦浸水被害が発生すると，復旧に着
手出来るまでに時間を要し，復旧に
も多大な時間を要すると考えられる． 
したがって，横軸に時間経過を，
縦軸に社会・経済活動レベルをとり，
水害発生後の社会・経済活動レベル
の時間的変化，落ち込み→停滞→復
旧のプロセスを図化すると，都市型
水害における事業所被害は，一般の
水害と比較して，水害発生後の停滞
期間や復旧期間が長くなる時間的構
造の特質を持つと考えられる（図
3-1）． 
(3)事業所被害の空間的波及構造の
特質 
都市型水害は，一般（地方部）の
水害と比較して，人口，産業，資産
やインフラが集積し，広範な交易活
動が行われているなどの社会・経済
の特徴から，被災の影響が被災して
いない地域の社会・経済活動に及ぼ
す影響が大きいと考えられる． 
したがって，都市部では平常時の
地域間交易が多く，都市型水害にお
ける事業所被害は，一般の水害と比
較して，直接的な被害のなかった他
 
図 3-1 事業所被害の時間的構造の特質 
 
 
図 3-2 事業所被害の空間波及的構造の特質 
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地域への波及被害が大きくなる空間
的波及構造の特質を持つと考えられ
る（図 3-2）． 
(4)研究の枠組み 
本研究では，典型的な都市型水害
であった「東海豪雨災害」の被災地
域の事業所を対象としたアンケート
調査により，事業所の水害発生後の
社会・経済活動レベルの変化，すな
わち「落ち込み→停滞→復旧後の売
上高の時間的変化」や，直接的な被
害のなかった地域への被害の波及，
すなわち「落ち込み→停滞→復旧後
の販売先地域の空間的波及変化」を，
地域特性，業種特性及び水害特性な
どの面から分析し，前述した事業所
被害の「時間的構造特質」と「空間
的波及構造特質」という 2つの概念
のもと，都市型水害における事業所
被害の構造的特質を把握する．さら
に，営業に支障を与えた要因につい
ても分析し，都市型水害の被害額を
的確に捉えるための方法を提案する． 
3-2-3 事業所アンケート調査の概要 
事業所アンケート調査は，「東海
水害研究会」（委員長：片田群馬大
学助教授(2003 年当時)）のもと，国
土交通省中部地方整備局庄内川河川
事務所が，災害後 3 年を経過した
2003年に実施した 9)． 
アンケート調査対象地域は，東海
豪雨災害で被害の著しかった主な河
川の沿川とし，新川上流沿川地域（A 地域），天白川沿川地域（B 地域），八田川沿川地
 
図 3-3 事業所アンケート調査対象地域 
 
表 3-5 事業所アンケート調査地域の被災状況 
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域（C 地域）の 3 地域とした（図
3-3）． 
各地域の被災事業所率及び被災世
帯率は，表 3-5に示すように，いず
れも A 地域が最も高く，次いで B
地域，C地域の順である． 
アンケート調査項目は，事業所が
被災し停滞期を経て復旧するまでの
売上高と販売先地域の変化のプロセ
ス，及びその要因を分析するため，
東海豪雨災害が発生した 2000 年
（平成 12年）を挟む平成 11年度，
12 年度及び 13 年度の売上高，停滞
期間及び復旧期間の日数，停滞期間
及び復旧後の売上高，平常時（平成
11 年度），停滞期間及び平成 13 年
度における販売先地域割合，販売先
地域の年変化，浸水被害の状況，営
業に支障を与えた要因，営業に支障
があった被害上位 3位とした．アン
ケート調査票は，郵送配布・郵送回
収方式としたこと，及び被災後 3年
を経過していることから，対面方式によるプレヒアリングを 6 事業所に対して実施して作
成した（表 3-6）． 
なお，前記「東海水害研究会」では，「水害による地域経済への影響の事後分析」8),9)に
ついて，産業連関表による経済波及の研究を行っており，表 3-6 にはそのためのアンケー
ト調査項目も含まれている． 
アンケート調査方法は，配布先を帝国データバンクの事業所リストより無作為抽出して
5,000票を郵送配布した．その結果，743票（回収率 14.9％）を郵送回収した（表 3-7）． 
以下，回収票 743 票のうち，浸水被害や営業への支障など，何らかの被害ががあったと
認められる 473 票（回収票の 63.7％）に，プレヒアリングの 6 票を加えた 479 票を対象に
分析・検討を行った． 
表 3-6 事業所アンケート調査項目 
 
 
表 3-7 事業所アンケート調査の概要 
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3-3 事業所被害の時間的構造の
特質分析 
3-3-1  分析の概念 
都市型水害における事業所の水害
発生から復旧するまでの経済活動の
時間的変化，すなわち事業所被害の
時間的構造の特質を把握するため，
横軸に時間経過を縦軸に売上高（事
業所の経済活動レベル）をとった，
水害発生後の売上高の変化，落ち込
み→停滞→復旧のプロセスの概念を
図 3-4に示す． 
この分析概念図では，水害発生後
に売上高が落ち込み，復旧に取りか
かるまでの期間を停滞期間（T1），
その後，復旧に着手し完了するまで
の期間を復旧期間（T2），そのト
ータル期間を水害影響期間（T）とした．また，水害発生前の売上高を 100％として，停滞
期間の売上高の割合を N1％，復旧後の売上高の割合を N2％とした． 
次項以降では，前述のアンケート調査の集計結果を用いて，都市型水害の時間的構造の
特質を把握するとともに，水害影響期間と売上高の変化の要因，及び都市型水害と一般の
水害の相違点などを，地域特性，業種特性及び水害特性の面から分析する． 
3-3-2 地域特性からの分析 
本項では，地域別の分析概念図（図 3-4）を作成して，都市型水害における事業所被害
の時間的構造の特質を把握するとともに，地域別の水害影響期間の長さと売上高の変化の
要因を，被災率及び地域特性から分析する． 
まず，アンケート調査の集計結果より，地域別の停滞期間及び復旧期間の平均値を求め
た（表 3-8）．水害影響期間が最も長期なのは新川上流沿川地域の A地域で 56.3日（停滞
期間；18.9 日，復旧期間；37.3 日）であった．次に長期なのが八田川沿川地域の C 地域で
40.6 日（15.5 日，25.1 日），最も短期なのが天白川沿川地域の B 地域で 19.6 日（7.9 日，
11.8日）であった． 
次に，地域別の水害影響期間の事業所割合を求めた（図 3-5）．水害影響期間が 1 カ月
を超すような長期の影響を受けている事業所の占める割合を見ると，A 地域が最も多く
 
図 3-4 時間的構造の特質に関する分析概念図 
 
表 3-8 地域別の停滞期間（T1），復旧期間（T2）， 
水害影響期間（T） 
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32.0％（1 カ月以上 3 カ月未満；
17.1％，6 カ月未満；8.3％，1 年未
満；4.4％，1 年以上；2.2％）．つ
いで，C 地域が 24.5％（15.1％，
7.5％，0％，1.9％），B 地域が最も
少なく 14.9％（8.8％，4.4％，1.7％，
0％）であった． 
次に，地域別の停滞期間と復旧後
の売上高の変化の平均値を求めた
（表 3-9）．平常時に対する停滞期
間の売上高の変化は，A 地域が
57.5％，B 地域が 60.4％，C 地域が
70.6％であった．また，平常時に対
する復旧後の売上高の変化は，A 地
域が 83.3％，B地域が 87.9％，C地
域が 84.8％であった． 
これらの結果を用いて，横軸に時
間経過，縦軸に売上高をとり，水害
発生から復旧までの売上高の時間変
化，プロセスを図化した（図 3-6）．
地域間のバラツキはあるが，全体平
均でみると，事業所の経済活動は，
水害発生後，売上高が 6割程度まで
落ち込んだまま約 2週間停滞し，そ
の後復旧には停滞期間の約 2 倍の 4
週間程度の期間を要し，復旧後も
1.5 割程度の売上高の落ち込みが残
るという，事業所の経済活動の時
間的変化が確認できる． 
すなわち，都市部でひとたび水
害が発生すると，事業所の経済活
動に与える影響は大きく，水害発
生から復旧までにおよそ 6 週間と
いう長い期間を要するという都市
型水害の時間的構造特質がわかる．なお，地域間のバラツキの要因，及び水害影響期間な
表 3-9 地域別の売上高の変化（N1，N2） 
 
 
図 3-5 地域別の水害影響期間（T） 
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どの一般の水害との定量的比較は後
述する． 
次に，各地域における事業所及び
世帯の被災率と，水害影響期間及び
売上高の変化の関係を分析する．被
災事業所率及び被災世帯率の高さは
A＞B＞C 地域であるのに対し，停
滞期間，復旧期間及び水害影響期間
の長さは A＞C＞B 地域，水害影響
期間が 1カ月以上の事業所の占める
割合の多さは A＞C＞B 地域，停滞
期間の売上高の落ち込みの大きさは
A＞B＞C 地域，復旧後の売上高の
落ち込みの大きさは差は小さいが A
＞C＞B 地域となり，被災率の最も
高い A 地域が水害影響期間も最も
長期で，売上高の変化も最も大きく
なっているものの，B 地域と C 地
域には逆転現象も見られることから，
被災率と水害影響期間及び売上高の
変化には，ある程度の相関があると
考えられるが，被災率以外の要因も
影響していることが推察される． 
次に，これらの結果を，各地域の
特性から分析する．A 地域が，全て
の面で最も大きな数値を示したのは，
被災率の高さも要因の一つであるが，
B 地域及び C 地域が内水氾濫に溢
水程度の外水氾濫が加わった浸水被
害であったのに対し，A 地域は堤防の破堤により，流速を持った土砂混じりの外水が氾濫
し，床上浸水が全体の 2/3 近くを占める（アンケート調査の結果より，浸水被害があった
事業所のうち，床上浸水の割合は 62.2％）甚大な浸水被害であったこと，さらに，そのこ
とも原因で大量の災害ゴミも発生し，主な被災地である西枇杷島町ではその処理に半年を
要したことなどが要因と考えられる． 
B 地域の水害影響期間が A 地域及び C 地域と比較して短期なのは，前述のように A 地
 
図 3-6 地域別の売上高のプロセス 
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区と違い内水氾濫が主で，比較的軽微
な被害である床下浸水が約 1/2 を占め
る（アンケート調査の結果より，浸水
被害があった事業所のうち，床下浸水
の割合は 50.9％）浸水被害であったこ
とのほか，A 地域の主な被災地である
西枇杷島町では町全域が被災し，復興
の中心となるべき行政機能が麻痺した
のに対し，B 地域の主な被災地である
天白区，緑区，南区は名古屋市の一部
地域であり，未曾有の災害で混乱はし
たものの行政機能が麻痺することはな
かったことが要因と考えられる． 
なお，B 地域の水害影響期間 19.6
日は，A地域及び C地域に比較して短
期なだけで，後述する表 3-11 でわか
るように，一般の水害の営業停止日
数・営業停滞日数の原単位を用いた営
業停止被害額に対し，アンケート結果
から求まる原単位を用いた被害額が約
2 倍となっており，一般の水害に比較
すると水害影響期間（営業停止日数，営業停滞日数）が長期であったと推察される． 
C 地域が，B 地域と比較して被災率が低いのに，水害影響期間が長期となったのは，庄
内川と八田川が合流するところに位置する C 地域は，周辺に降った雨水が最終的に集まる
場所で，水捌けの悪い地域であること，さらに，次節で後述するが，水害影響期間が最も
長い「パルプ・紙・紙加工品製造業」の事業所の占める割合が B 地区に比較して高いこと
が要因と考えられる． 
3-3-3 業種特性からの分析 
本項では，都市型水害における業種別の水害影響期間の長さを，業種特性から分析する． 
アンケート調査の集計結果より，業種別の停滞期間及び復旧期間の平均値を求めた（図
3-7）．なお，業種は，44 に分類してアンケート調査を行ったが，サンプル数が少ない業
種があったため，22 分類に統合して集計した．業種別の水害影響期間は，「パルプ，紙，
紙加工品製造業」が 75.8 日と最も長く，次いで「その他の製造業」が 64.8 日，「食料品，
たばこ」が 56.3日，「サービス」が 52.9日であった． 
 
図 3-7 業種別の停滞期間（T1)，復旧期間（T2）， 
水害影響期間（T） 
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「パルプ，紙，紙加工品製造業」
の水害影響期間が最も長いのは，扱
っている原材料や製品が水に弱いこ
とのほか，事業所の多くが最も甚大
な被害を受けた A 地域や地形的に
水捌けの悪い C 地域にあることが
要因と考えられる．「食料品・たば
こ」や「サービス」が長期なのは，
水害に備えて製品を高所に置くなど，
水害の影響を軽減する事前対策を行
いにくい業種であることが要因の一
つと推察される． 
しかし，業種に関わらず水害に備
えて事前対策を実施する事業所もあ
り，水害影響期間の長短の要因を業
種特性だけに求めることは困難と判
断される．ただし，全業種の半数以
上，22 業種のうち 13 業種で水害影響期間が 4 週間を超えており，また，水害影響期間が
比較的短期間な「電気機械」，「繊維製品」でも 2 週間余りの間も水害の影響を受けてお
り，東海豪雨水害では多くの事業所が，被災から経済活動を復旧するまでに非常に長い期
間を要したことは確認できる． 
3-3-4 水害特性からの分析 
治水経済調査マニュアル（案）では，停滞期間及び復旧期間（マニュアルの表記は営業
停止日数及び営業停滞日数）が浸水深と相関関係にあるとして，表 3-10 の下段に示すよ
うに「事業所，公共・公益サービス営業停止被害額」の原単位（一般的な水害の営業停止
日数等）を定めている．そこで，本項では，水害影響期間と浸水深の関係を分析するとと
もに，都市型水害と一般の水害の水害影響期間及び被害額などの相違点を定量的に分析す
る． 
まず，アンケート調査の集計結果より，浸水深毎に，事業所の停滞期間（営業停止日
数）及び復旧期間（営業停滞日数）の平均を求めた（表 3-10）．営業停滞日数及び営業停
滞日数と浸水深は，全体的には正の相関が認められるが，マニュアルとは異なり，「床下
浸水」が「床上 50cm 未満」より営業停滞日数，営業停滞日数とも数値が大きくなってい
る．このことは，都市型水害の場合，浸水深以外にも水害影響期間に影響を与える要因が
あることを示唆していると考えられる．さらに，この結果に基づくならば，都市部におい
表 3-10 浸水深別の営業停止日数・ 
営業停滞日数の原単位 
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てはしばしば発生しうる内水氾濫に
よる床下浸水程度の水害に対しても，
都市が脆弱であることを示唆してい
る． 
次に，都市型水害と一般の水害の
水害影響期間の差異を定量的に分析
するため，アンケート調査の結果よ
り求まる原単位とマニュアルに定め
られている原単位を比較すると，ア
ンケート調査の原単位は，マニュア
ルの原単位に対し，床下浸水では営
業停止日数が 6.0倍，営業停滞日数が 4.5倍に，床上 50cm未満より深い浸水深では営業停
止日数も営業停滞日数も概ね 2 倍前後（1.7～2.5 倍）となり，都市型水害が一般の水害に
比較して水害影響期間が非常に長期であることが確認でき，従来のマニュアルによる計測
が過小評価になっていることがわかる． 
次に，この原単位を用いて，マニュアルに示されている次式のような算定式に基づいて，
各地域の「事業所，公共・公益サービス営業停止被害額」を求めた（表 3-11）． 
Ｄｉ＝Ｍｉ×（ｎ０＋ｎ１／2）×ｐi 
Ｄ：営業停止被害額 
ｉ：産業分類，Ｍ：従業者数 
ｐ：付加価値額（円／（人・日）） 
ｎ０：浸水深に応じた営業停止日数 
ｎ１：浸水深に応じた営業停滞日数 
全体額で比較すると，アンケート調査より求まる原単位を用いた営業停止被害額は，マ
ニュアルの原単位を用いて求めた営業停止被害額の 2.2 倍，その差額は 328.6 億円にもな
った．また，地域別に比較しても，営業停止被害額の比は 2.1～2.2 倍となり，地域間に差
異は認められない結果となった．このことは，東海豪雨災害のような都市部で水害が発生
すると，都市間の地域特性の影響は少なく，地方部で水害が発生した場合（一般の水害）
と比較して，およそ 2倍の被害額となることを示唆している． 
3-4 事業所被害の空間的波及構造の特質分析 
3-4-1 分析の概念 
都市型水害における事業所の経済活動の停滞が，直接的な被害がなかった地域へどのよ
表 3-11 事業所，公共・公益サービス 
営業停止被害額 
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うに波及するのか，すなわち事業所
被害の空間波及的構造の特質を把握
するため，事業所の平常時の販売先
地域が，水害の発生によって，停滞
期間，復旧後，どのように変化した
かを分析する． 
事項以降では，アンケート調査の
集計結果を用いて，平常時，停滞期
間，復旧後の販売先地域（顧客所在
地）に占める「被災地域」，「他地
域（直接的な被害がなかった地
域）」，「国外」の割合（構成比）の変化を求め，地域特性及び業種特性から分析する． 
3-4-2 地域特性からの分析 
本項では，アンケート調査の集計結果より，地域別に事業所の販売先地域の平常時，停
滞期間，復旧後の時間的変化を求め，その結果を地域特性から分析する． 
平常時，停滞期間，復旧後の販売先地域として被災地域，他地域，国外の占める割合の
変化を求めた（表 3-12）．全体平均では，停滞期間に被災地域への販売先割合が－1.4%と
減少したのに対し，他地域へが＋1.2%，国外へが＋0.1%と増加した．復旧後は，逆に被災
地域へが＋1.3%と増加したのに対し，他地域へが－1.2%，国外へが－0.1%と減少した．地
域別にみても，全ての地域で同じ傾向を示した．このことは，地域特性に関係なく，水害
の発生によって，被災地域の事業所の経済活動の停滞が，停滞期間の間，被災地域内には
マイナスの波及効果を，他地域にはプラスの波及効果をもたらすとともに，一旦，他地域
に移動した被災地域内の需要が，復旧後は概ね元に戻ることを示唆している． 
なお，この波及効果について，都市型水害と一般の水害を定量的に比較したデータはな
いが，一般の地域（地方）に比べて都市の経済活動規模は大きく，前章で示したように都
市では水害影響期間が長くなることから，都市型水害の波及効果が大きいことは明らかで
ある． 
3-4-3 業種特性からの分析 
本項では，アンケート調査の集計結果より，業種別に事業所の販売先地域の平常時，停
滞期間，復旧後の時間的変化を求め，その結果を業種特性から分析する． 
平常時，停滞期間，復旧後の販売先地域として被災地域，他地域，国外の占める割合の
変化を求めた（表 3-13）．なお，ここでも業種を 22 分類に統合して集計した．全体的に
みると，前述の地域特性の分析結果と同様に，一部の業種（「製材・木製品・家具」，
表 3-12 地域別の販売先地域の変化 
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「建築・建設補修・公共事業・その
他の土木建設」，「その他」の 3業
種）を除いて，水害の発生によって，
停滞期間には被災地域への販売先割
合が減少するのに対し，他地域及び
国外が増加し，復旧後は逆に被災地
域が増加するのに対し，他地域及び
国外が減少する傾向を示した．「製
材・木製品・家具」や，「建築・建
設補修・公共事業・その他の土木建
設」が逆の傾向を示したのは，東海
豪雨災害で一般の家屋や事業所など
の建築物や，河川堤防，道路などの
公共土木施設が甚大な被害を受け，
被災地内に新たな大きな需要が発生
し，それを主に被災地域内の事業所
が請け負ったためと推察される． 
したがって，地域特性からの分析
結果と同様に，災害復旧によって新
たに需要が発生する一部業種を除く
ほとんどの業種では，水害の発生に
よって，被災地域の事業所の経済活
動の停滞が，水害影響期間の間，被
災地域内にはマイナスの波及効果を，
他地域にはプラスの波及効果をもたらすとともに，一旦，他地域に移動した被災地域内の
需要が，復旧後は概ね元に戻ることが確認できる． 
3-5 都市型水害の被害要因と被害額算定に関する検討 
3-5-1 被害要因の分析 
本項では，アンケート調査の集計結果より，都市型水害における事業所の被害要因を分
析する． 
営業に支障を与えた各要因の占める割合を，複数回答で求めた（図 3-8）．なお，「特
に被害を受けていない」と回答した事業所が，床下浸水被害を受けている場合などは，
表 3-13 業種別の販売先地域の変化 
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「被害あり」として統計処理を行って
いる．「浸水被害により機械設備が使
用できなかった」などの直接的被害よ
り，「周辺の交通麻痺により従業員が
出勤出来なかった」，「電力が停止し
た」など，インフラの被害による間接
的な被害が，事業所の復旧活動に大き
な支障を与える要因となっていること
が確認できる． 
これは，表 3-3，3-4 で想定した都
市型水害が発生した地域の「社会・経
済の特徴」や「被害の特徴」などと合
致した結果であり，都市型水害が一般
水害と異なった事業所被害の構造的特
質を持っていることを示唆している． 
3-5-2 都市型水害の被害額算定に対す
る検討 
本項では，前節までの分析結果を総括し，都市型水害の被害額を的確に算定する手法を
検討する． 
事業所被害の時間的構造の特質の観点からは，アンケート調査の結果分析などから，A，
B，C 地域の地域特性により水害影響期間や売上高の変化に相違点はあるものの，全体を
俯瞰すると，事業所の経済活動が水害発生→落ち込み→停滞→復旧というプロセスを辿る
ことを確認した（図 3-6）． 
また，水害発生～復旧に要する水害影響期間を，都市型水害と一般の水害で比較すると，
浸水深別の営業停止日数で 1.9～6.0 倍，営業停滞日数で 1.7～4.5 倍と，都市型水害が非常
に長期になることを確認した（表 3-10）．特に，都市部でしばしば発生しうる床下浸水程
度の水害で，その差が顕著であることが分かり，都市の水害に対する脆弱性が示唆される
結果となった． 
さらに，被害額は，A，B，C 地域の地域特性に関係なく，都市型水害が一般の水害のお
よそ 2倍となることがわかった（表 3-11）． 
これらのことは，都市型水害の被害額を適正に算定するためには非常に重要な示唆であ
り，今後，「浸水深別の営業停止日数・営業停滞日数の原単位」などの基礎データの収集
を行い，マニュアルに反映する必要があると考える．そのためには，都市型水害と一般の
水害を区分する因子を解明する必要もあり，水害影響期間の長さを左右する要因が被災率
 
図 3-8 営業に支障を与えた要因 
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や浸水深だけでないことや，営業に支障を与えた要因としてインフラの被災が大きいこと
などを踏まえると，その因子としては想定氾濫区域内の人口密度，世帯数密度，資産額密
度，インフラの整備度（鉄道，高速道，地下街の有無等）などが想定される． 
事業所被害の空間的波及構造の特質の観点からは，アンケート調査の結果分析などから，
地域特性に関係なく，また災害復旧によって新たに需要が発生する一部業種を除くほとん
どの業種で，水害の発生によって，被災地域の事業所の経済活動の停滞が，停滞期間の間，
被災地域内にはマイナスの波及効果を，他地域にはプラスの波及効果をもたらすとともに，
一旦，他地域に移動した被災地域内の需要が，復旧後は概ね元に戻ることを確認した（表
3-12，3-13）．このことを，都市型水害の被害額を適正に算定する観点で考えると，停滞
期間の被災地域内のマイナスの波及効果を被害額として取り込むか否かは，被災額をもっ
て治水事業の効果と考える上では議論を要するところである．すなわち，このような二次
的な波及効果は，国民経済的な視点で見ると，他地域での生産で補われ相殺されるため事
業効果に含めるべきでないとの考え方と，被害実態を見てみると比較的短期間で地域限定
的に生じると考えられことから，範囲（地域）を限定して考えれば事業効果として計上し
てよいという二つの考えがあるからである．特に，一般の地域（地方）に比べて都市の経
済活動規模は大きい都市型水害の場合は，この波及被害額を含めるか否かは，重要な課題
である．なお，別途実施した産業連関表による経済波及の分析では，被災地域（A，B，C
地域）で，停滞期間に需要を取り損なった額（マイナスの波及効果）は約 74 億円と試算
されている 10）． 
また，少なくとも表-2 で示したような東海地方の事業所の操業停止などが，全国の事業
所に与えた波及被害は，事業効果として適正に評価する必要があるが，事前評価において
どう取り込むかは，今後検討を進める必要がある． 
3-6 結 語 
本章では，2000年 9月の東海豪雨で被災した地域の事業所に対し，被災後 3年が経過し
た 2003 年にアンケート調査を実施して，事業所被害を時間的構造の特質と空間的波及構
造の特質という観点から分析・検討し，現在の治水経済調査マニュアルでは都市型水害の
被害額が過小に算出されることなどを明らかにした．さらに，被害の要因などを分析して，
都市型水害の被害額を的確に捉えるための方法について提案をした． 
我が国では，今後，少子高齢化の時代を迎え，ますます都市に人口と資産が集中し，予
防防災としての都市防災対策の早期実施が求められる一方で，公共事業の実施に際して，
一層の重点化，効率化が問われていくと考えられる．そういう状況の中で，甚大な被害を
伴う都市部での水害対策を適切に進めていくためには，都市型水害の被害額を的確に把握
 - 54 - 
し，都市部での水害対策の事業効果を明確にすることは喫緊の課題である．本章で提示し
た都市型水害の被害額算定に関する検討課題を踏まえた上で，全国各地で発生した都市型
水害についての諸データを収集し，さらなる分析・検討を進めることが重要であると考え
る． 
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第4章 洪水ハザードマップの作成・活用に係る現状と課題 
4-1 概 説 
近年，2000年の東海豪雨災害や 2004年の新潟・福島豪雨災害，台風 23号災害などにみ
られるように，破堤による洪水被害が頻発し，洪水時の住民の早期避難が大きな課題とな
っている．それに対し国（国土交通省）は，集中豪雨の増加傾向などの気象状況 1)や，少
子高齢化・人口減少化傾向などの社会・経済情勢も踏まえ，2001 年，2005 年と水防法の
改正を行い，社会システムとしての洪水防御対策，すなわち水防活動や住民の避難・誘導
対策などの強化を図ってきた．なかでも，水防法で規定されている「避難場所その他洪水
時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項などを記載した印刷物」，いわゆ
る「洪水ハザードマップ」については，2005 年の水防法改正で全国約 2,300 の市町村（改
正時点）に作成・公表を義務づけた．さらに，市町村への支援策としては，補助制度の創
設のほか，「洪水ハザードマップ作成の手引き 2)」（以下，「手引き」と記す．）を作
成・配布するなど，人的被害の最小化などを目指して洪水ハザードマップの作成・公表の
推進を図ってきた．しかし，2006 年に新聞社が実施したアンケート調査によれば 3)，ハザ
ードマップを見たと回答した人が 32.7％にとどまっているだけでなく，日常生活の中で災
害への備えとしてハザードマップを目のつく場所においていると回答した人がわずか
3.5％しか存在しないなど，現状において洪水ハザードマップは，期待される効果を十分に
発揮し得る状況にはないと考えられる．これまで，洪水ハザードマップの作成・公表の効
果や課題については，利用者（住民）サイドの視点からさまざまな研究報告がなされてお
り 4)-8)，作成・公表者（自治体）サイドの実態調査結果も報告されているが 9),10)，国の施策
も含めてそれらを同列に分析した研究報告は著者らが調べる範囲では存在しない．洪水ハ
ザードマップに期待する効果の発現を図るためには，同マップの作成・公表者であり，活
用者である市町村の実態を踏まえた上で，国の施策や住民の意識と併せて，現状と課題を
分析することが重要であると考える． 
以上のような認識のもと，本章では，市町村の洪水ハザードマップの作成・公表担当者
が，「手引き」などで示されている国の施策の方向性や，専門家が既往の研究で指摘して
いる洪水ハザードマップの作成・公表上の課題などについて，現状どのように取り組んで
いるかなどを，水防法改正後の 2006 年に愛知県内市町村を対象に実施したアンケート調
査結果より把握し，洪水ハザードマップの作成・公表に係る現状と課題を分析する．さら
には，洪水ハザードマップ活用の課題を，同マップが紙媒体のツールであることによる諸
制限や，活用する局面なども踏まえて考察する． 
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4-2 洪水ハザードマップ作成
の現状と課題 
本節では，「手引き」などで示
されている洪水ハザードマップの
作成方針や，既往の研究などで指
摘されている作成上の課題などを
示した上で，同マップの作成者で
ある市町村担当者へのアンケート
調査結果から現状と課題を分析し，今後，市町村が洪水ハザードマップを作成する際の留
意事項をまとめる． 
4-2-1 アンケート調査の概要 
アンケート調査は，水防法改正の契機となった 2000 年の東海豪雨災害で，県管理河川
における洪水予報の必要性や，住民の早期避難の重要性などが指摘された愛知県で，県内
の全市町村（調査時点で 66 市町村）を対象に実施した．アンケート項目は，主に既往の
研究で課題として指摘されている点 4),5)や，「手引き」で新たに掲載を推奨された点など
に関する項目とした．調査の概要は表 4-1 のとおりで，以下，このアンケート調査結果を
もとに，洪水ハザードマップの作成・公表の現状と課題を分析・考察する． 
4-2-2 浸水情報の掲載に係る現状と課題 
「手引き」では，全ての洪水ハザードマップに原則として記載することが必要な「共通
項目」と，地域の状況に応じて記載するかどうか判断すべき「地域項目」に分けて，同マ
ップの作成方針が示されている．浸水情報（区域，水深）については，水防法の規定によ
り国または都道府県が通知する浸水想定区域と浸水深が共通項目として示されており，地
域項目としては過去の浸水実績があげられている．一方，浸水情報の記載に係る課題とし
て既往の研究では，片田ほかが，洪水ハザードマップが配布済みの全国 37 市町村の浸水
想定区域内に住む世帯を対象に，2003 年に実施したアンケート調査結果から，洪水ハザー
ドマップが住民の災害のイメージを固定化し，場合によってはそれが避難の遅れにつなが
ることが懸念されるとしている 4)．それは，住民の洪水災害に対する危険性認識が，単に
洪水ハザードマップに示される予想浸水深の程度に規定される傾向が強く，同マップの予
想浸水深があくまで一つの氾濫解析結果に基づくものであるという前提や，流速との関係
で定義される流体力に伴う危険性については認識されていない様子をうかがうことができ
ることからの考察である． 
そこで，浸水情報の掲載実態に関するアンケート調査結果（図 4-1）をみると，浸水情
表 4-1 アンケート調査概要 
 
66（100％）
※本研究では，このうち洪水ハザードマップを
作成・公表済みの40市町村と，作成予定の14市
町村，計54市町村を対象に集計・分析した．
回収数(率)
66配 付 数
2006年1月～2月調査期間
電子メールによる配付調査方法
愛知県の全市町村（調査時点で66市町村）
(ハザードマップ作成担当者を対象とした)調査対象
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報として過去の浸水実績のみを掲載している
市町村が 27.9％，12 市町村，浸水想定（浸水
想定区域，浸水深）のみを掲載している市町
村が 44.2％，19 市町村存在する．浸水想定を
記載しないことはそもそも法的に問題がある
が，浸水想定のみを記載することも，片田ほ
かが指摘するように住民の災害イメージが浸
水想定に固定され，それを上回る洪水や浸水
パターンが異なる洪水が発生した場合に住民
が混乱する可能性が推察される．その災害イ
メージの固定化への対応策としては，「手引
き」では地域項目となっているが，過去のさ
まざまな浸水実績（単に過去の浸水エリアを示すだけなく，その時の写真や被害状況など
の浸水実績情報全般）を浸水想定と併せて掲載することが考えられる．著者らは，今後，
効果を検証する必要があるが，岐阜県岐南町の協力のもとで，浸水想定と過去の浸水実績
や地形条件などから地域の浸水特性を定性的に記載したマップを作成し，それを浸水想定
や過去の浸水実績と併せて公表する取り組みを実施している 6)．したがって，河川管理者
である国・都道府県や専門家（以下，「国等」と記す．）は，浸水想定の掲載を促すだけ
でなく，浸水想定のみを掲載している市町村が半数近く存在している実態も踏まえ，災害
イメージの固定化により発生する課題や，その対応としての過去の浸水実績の掲載などを，
洪水ハザードマップの作成・公表者である市町村に説明・助言していく必要があると考え
る．なお，浸水実績を掲載する際には，及川・片田が 1999 年に福島県郡山市で実施した
アンケート調査結果から，中規模の洪水被害経験が，生命の危険への対応行動よりも家屋
や家財の被害軽減行動につながり，かえって避難の時期を遅らせる傾向にあるという指摘
している 7)ことにも留意し，過去の浸水実績を上回る洪水も発生しうることを明記し，早
期避難を促していく必要があると考える． 
また，浸水情報で想定する洪水の規模は，水防法で「当該河川の洪水防御に関する計画
の基本となる降雨により当該河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定区
域として指定するものとする」と規定されているが，近年の集中豪雨の増加傾向などの気
象状況１）などから，その地域で発生が想定される最大規模の洪水，いわゆる超過洪水を対
象にすべき，という考え方も一方である．しかし，住民の避難においては，避難場所や避
難経路が洪水によって変わらないようにすることが重要であり，当初より二次避難場所を
定めておけば，想定する洪水の規模の大小に大きな影響は受けず，超過洪水にも対応が可
能であると考える．それは，片田が 1998 年に福島県郡山市で実施したアンケート調査結
果から，洪水ハザードマップを洪水時に実際に見た住民が，同マップが最も役に立った点
 
23.3％(10)
44.2％(19)
27.9％(12)
4.7％
(2)
浸水想定と
過去の
浸水実績を掲載
浸水想定のみを掲載
過去の浸水実績
のみを掲載
検討中
 
(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-1 浸水情報の掲載実態 
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も，役に立たなかった点も
避難場所に関する情報であ
ったと指摘している 8)ことか
らも推察できる．また，当
該河川の洪水防御の基本と
なる降雨を対象に浸水を想
定するということは，ソフ
ト対策である洪水ハザード
マップの浸水想定が，ハー
ド対策である堤防やダムな
どの洪水防御施設の整備と
連動するということであり，
ハード整備の進捗に応じて
浸水区域や浸水深が縮小され，ハード対策の効果や重要性などを住民に訴求する効果もあ
ると推察する．したがって，浸水情報で想定する洪水の規模は，現行の水防法の規定が妥
当だと考える． 
4-2-3 浸水想定が複数ある場合の掲載に係る現状と課題 
「手引き」では，浸水想定が複数ある場合の浸水情報の掲載について，「国の管理河川
と都道府県の管理河川の合流点付近においてそれぞれ浸水想定区域が存在する場合には，
地域特性に応じ，それらを合成した最大の浸水想定区域として洪水ハザードマップを作成
するか，それぞれ単独の浸水想定区域ごとに作成するか検討が必要である」と記述されて
いる．一方，既往の研究では，児玉ほかが，危機管理の観点から大規模河川による低頻度
大規模災害を優先して洪水ハザードマップを検討すると，住民がイメージする内水氾濫や
整備率の低い河川の溢水等による日常的な災害が大規模な河川による大きな災害に相殺さ
れてしまい，有効な情報とならないおそれがあり，洪水ハザードマップ作成に際しては，
浸水想定区域に応じて複数のパターンを作成するなどの工夫が必要と指摘している 9)． 
そこで，浸水情報として浸水想定区域を掲載している前述の 29 市町村を対象にしたア
ンケート調査結果（図 4-2）をみると，複数の浸水想定を掲載している市町村は，枚の地
図に重ねて表示している 3 市町村を含めて 9 市町村，31.0％にとどまっている．各々の浸
水想定そのものは，水防法施行規則で「決壊又は溢流により浸水が想定される区域が重複
するときは，当該区域の全部をあわせた区域を浸水想定区域とし，浸水深は最大のものを
想定される水深とする」と規定されてはいるが，前節でも述べたように住民の災害イメー
ジが固定化されるのを防ぐためには，複数の浸水想定を別々の地図に表示していくことが
望ましいと考える．国等は，2／3 を超える市町村が複数の浸水想定を掲載していない実態
 
3.4(1)
34.5(10)
10.3(3)
24.1(7)
20.7(6)
6.9(2)
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全ての氾濫想定で最も影響の及ぶ
河川の氾濫の浸水を表示
全ての氾濫想定を踏まえたうえで
最大浸水深を表示
全ての氾濫想定を
1枚の地図に重ねて表示
一部の氾濫想定のみ表示
それぞれの河川の氾濫想定について
別々の地図に表示
その他
全ての氾濫想定に基づき
危険度を判定して表示している 0
 
(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-2 浸水想定が複数ある場合の掲載実態 
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などを踏まえ，災害イメージの固定化による課題などを市町村に説明・助言していく必要
があると考える． 
また，浸水想定が複数あるということは，本川沿いは 100 年に 1 回，支川沿いは 30 年
に 1 回というように，同じ市町村の中で地域によって異なった生起確率（計画規模）の降
雨が対象となった浸水想定区域・浸水深を掲載しているということである．洪水ハザード
マップに計画規模そのものは一般的に掲載しないが，その理由などを住民から問われれば
説明責任を果たしていく必要がある．その妥当性の説明は，洪水の生起確率と洪水が生起
した場合の被害規模の関係から説明することが一つの方法だと考える．しかし，そもそも，
1／100 とか 1／200 とか言われる計画規模が，降雨量の生起確率であり，実際に堤防が破
堤し住民が居住している地域に洪水が氾濫してくる確率ではないという課題もある．著者
らは，洪水の生起確率を現在の降雨量をベースに確率評価したものから，より破堤と関連
性が高い洪水流量ベースにした確率評価に転換を図ることが対応策の一つだと考える．本
来は堤防の破堤確率で評価することが最も望ましいが，現在の技術では破堤する可能性を
形状や土質から確率評価できるレベルにはない．洪水流量は，降雨量だけでなく，降雨の
時間分布や地域分布，降雨発生時の土壌の状態，つまり降雨の河川への流出率や土壌が飽
和状態となるときの雨量である飽和雨量の影響を受けるため，降雨量と洪水流量は 1：1
の関係にはない．したがって，現状の知見では，浸水想定は洪水流量の生起確率で評価す
ることが最も望ましいと考える． 
4-2-4 氾濫特性情報の掲載に係る現状と課題 
「手引き」では，浸水想定区域・浸水深以外の浸水情報として，氾濫水の流速，到達時
間などの氾濫特性情報を地域の状況に応じて掲載することを推奨している．一方，既往の
研究では，片田ほかが，洪水ハザードマップが紙媒体のツールであることなどを理由に，
流速などの氾濫特性情報を表現することが難しいこと，掲載したとしても住民が十分理解
できない可能性があることなどを課題として指摘している 4)． 
そこで，氾濫特性情報の掲載実態と掲載していない場合の理由に関するアンケート調査
結果（図 4-3）をみると，ほとんどの市町村が氾濫特性情報を掲載しておらず，理由とし
て片田ほかが指摘する課題と同様な「住民は理解できないと思った」や「煩雑となると思
った」を理由に挙げている市町村が多い．氾濫特性情報を住民がどの程度理解できるかは，
アンケート調査等により確認する必要があるが，洪水ハザードマップを洪水時の避難マッ
プとして捉えるならば，掲載情報は可能な限りシンプルに分かりやすくするべきだと考え
るし，防災教育，防災ワークショップなど，平常時のリスクコミュニケーション・ツール
として捉えるならばさまざまな情報を掲載することも有用であると考える．また，水防法
改正の契機となった 2004 年災では，長崎水害が発生した 1982 年以降では最大の 233 名の
風水害による死者・行方不明者が発生したが，その内，約 6 割が 65 歳以上の高齢者であ
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る 11)．洪水ハザードマップ
の作成・公表が，住民一人
ひとりの「自助」力の向上
を目指すならば，高齢者に
も分かりやすい情報発信を
第一に考えるべきであるし，
「共助」力の向上をも目指
したリスクコミュニケーシ
ョン・ツールとして活用を
図るならば，洪水ハザード
マップに掲載する情報の内
容・方法は変わってきてし
かるべきであると考える．
このことに対する著者らが
考える対応方針は，4節の洪
水ハザードマップの活用に
おける課題で述べる． 
4-3 洪水ハザードマップ
公表の現状と課題 
本節では，洪水ハザードマップの公表の現状と課題などを，2 節と同様の手法で分析等
する． 
4-3-1 配布範囲に係る現状と課題 
手引き」では，洪水ハザードマップの配布範囲に関する直接的な記述はないが，作成範
囲として「市町村全域を対象とすることが望ましいが，浸水が予想される区域が当該市町
村の一部である場合は，浸水が予想される区域とその避難場所などを含む限定した区域を
対象とすることが考えられる」と記述されている．一方，既往の研究では，及川・片田が，
洪水災害の危険性が存在する地域に対して，浸水情報を示す区域と示さない区域が混在す
ることは，示さない区域の住民がその情報を安全情報として受け入れる可能性があること
を，1999年に桐生市を対象にしたアンケート調査結果より指摘している 5)． 
そこで，浸水想定の氾濫解析の対象と配布先の実態に関するアンケート調査結果（図 4-
4）をみると，洪水の危険はあるが氾濫解析の対象外となった河川の流域が含まれる洪水
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(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-3 氾濫特性情報の掲載実態 
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ハザードマップを作成して
いる市町村が 32.5％，13 市
町村（作成予定の 3 市町村
を含む）あり，その内の
80.0％，8 市町村が氾濫解析
対象外の地域にも洪水ハザ
ードマップを配布している．
洪水ハザードマップには，
一般的に浸水情報以外にも，
避難場所や避難時危険箇所，
洪水予報等の避難情報の伝
達方法，気象情報の在りかなどの情報が記載されており，洪水災害が氾濫解析の対象外の
河川においても発生する可能性があることからも，それらの情報は氾濫解析の対象外の地
域に住む住民にとっても有益なものといえる．したがって，手引きが推奨するように，洪
水ハザードマップの市町村全域を対象とすることが望ましいと考えるが，及川らが指摘す
るように氾濫解析の対象外の住民にとって浸水情報が安全情報となる可能性もあることか
ら，氾濫解析の対象としている河川を明確に示すとともに，氾濫解析の対象外の河川にお
いても洪水災害が発生する可能性を明示する必要があると考える．したがって，1／3 近く
の市町村が氾濫解析対象外の河川の流域を含んだ洪水ハザードマップを作成・公表してい
る実態も踏まえ，国等は，氾濫解析対象外の河川においても洪水災害の発生する可能性が
あることを明示するよう市町村に助言していく必要があると考える． 
4-3-2 住民の理解を深めるための取り組みに係る現状と課題 
「手引き」では，住民の洪水ハザードマップの理解を深めるための取り組みとして，説
明会の開催や出前講座での活用，マスメディアの活用，防災訓練での活用，学校教育での
活用が重要としている．一方，既往の研究では，片田ほかが，行政，専門家と住民の洪水
災害に関する認識を共有化するために，洪水ハザードマップをリスク・コミュニケーショ
ンのツールとして活用することの重要性を指摘している 4),6),9)．また，片田ほかは，住民説
明会が住民の災害知識や危機意識を高める効果があることを，2003 年の山形市西原地区に
おける住民説明会でのアンケート調査結果から明らかにしている 4)． 
そこで，住民の洪水ハザードマップの理解を深めるための取り組みの実態に関するアン
ケート調査結果（図 4-5）をみると，広報誌などによる周知さえも行っていない市町村が
30.4％，14 市町村もあり，住民説明会の開催はわずか 4 市町村，同マップを用いた防災訓
練の実施となると 1 市町村でしか実施されていない．国等はこのような実態を踏まえ，片
田ほかが指摘する住民説明会の効果も紹介して，手引きで示されているような取り組みの
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(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-4 氾濫解析の対象と配布先の実態 
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実施を助言していく必要が
あると考える． 
また，内閣府大臣官房政
府広報室が，2005 年 6 月に
実施した「水害・土砂災害
に関する世論調査 12)」によ
ると，平常時における防災
情報の望ましい周知方法に
関する住民ニーズは，テレ
ビによるお知らせが最も多
く 56.5％，次いで町内会や
自治会による周知が 52.1％となっている．すなわち，半数以上の住民が町内会などの既存
のコミュニティーを通じて，コミュニケーションによる防災情報の入手を望んでいるので
ある．さらには，防災ワークショップなどの防災に特化したコミュニティーよりも，普段
の生活の中の町内会などの方が，一般的には災害時の「共助」意識の醸成につながるもの
と推察する．このような点からも，洪水ハザードマップの公表時には，町内会などを通じ
て住民説明会を実施していくことが重要な取り組みであると考える． 
4-4 洪水ハザードマップ活用の課題 
洪水ハザードマップの活用を検討する場合，同マップが紙媒体ゆえの制約があることを
前提に考える必要がある．すなわち，洪水ハザードマップは，通常，1 枚ないし数枚の紙
媒体の情報ツールであることから，発信できる情報量は限られており，洪水災害の状況変
化に応じた情報発信はできず，双方向性の機能も持ち得ないなどの諸制約があるツールで
ある． 
一般的に，自然災害や人為災害など，あらゆる災害への対処・対策活動は，二つの局面
（フェーズ）に分けて考えられる．第一のフェーズが，災害の発生を抑制し危機的状況と
ならないよう対処するリスク管理を行う局面で，第二のフェーズが，災害が発生した際の
対策活動を行う危機管理を行う局面である．洪水ハザードマップは，洪水時の円滑かつ迅
速な避難の確保を図るために必要な事項などを住民に周知させるための印刷物，いわゆる
洪水避難時のマニュアルで，危機管理を行う局面での活用を主眼に作成されたツールであ
る．しかし，洪水災害は，通常，多くの住民にとっては何年，或いは何十年に一度遭遇す
るか否かの災害であり，その時のために配布された洪水ハザードマップを保存し，危機管
理ツールとして適切に活用することは非常に難しいと言わざるを得ない．それは，本論文
 0 10 20 30 40 50(％)
広報誌などで周知
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防災訓練の実施
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(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-5 住民の理解を深めるための取り組み実態 
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の冒頭でも指摘したように，日常生活の中で災害への備えとしてハザードマップなどを目
のつく場所においている人が 3.5％しか存在しないことからも推察できる． 
また，破堤した場合の氾濫流の浸水域や浸水深，流速などは洪水毎に異なり，時々刻々
変化するものであり，情報量や即応性，双方向性などに制約がある紙媒体の情報ツールで
は，適切な避難行動を住民に随時伝えることはできない．むしろ，洪水災害の状況に応じ
た適切な行動を，住民一人ひとりが自ら考え対応する「自助」力の向上や，共に助け合っ
ていく「共助」力の向上を目指すことの方が，洪水ハザードマップの活用としては有効で
あると考える．したがって，同マップは，危機管理のツールとしてよりも災害を抑制させ
るリスク管理のツールとして位置づけ，洪水時よりも日常においての活用を主眼において
リスク情報の発信を考えることが効果的であると考える．リスク管理の活用を主眼におい
て作成した洪水ハザードマップを活用して，住民の洪水災害に対する基本的な知識・対応
能力，いわゆる災害情報リテラシーを高め，住民の避難・誘導対策などの強化を図ってい
く必要があると考える．さらには，同マップを活用して，水災危険度の高い地域からの移
転によるリスク回避や，家屋の耐水化などによるリスク削減，水災保険への加入などによ
るリスク移転などのリスク対策を促進する取り組みも重要だと考える． 
しかし，現状においては，住民の災害情報リテラシーの向上につながることが実証され
た洪水ハザードマップの作成フォーマットは存在しない．また，その洪水ハザードマップ
をどう住民に周知・公表するかも，解決できていない課題である．その一つの解決策とし
て，洪水ハザードマップを活用したリスク・コミュニケーションの実施が考えられる．著
者らは現在，コミュニケーションを誘発するような，それを前提とした洪水ハザードマッ
プとして，「手引き」の方向性とは逆に浸水情報を概略化し地域の浸水特性を定性的に記
載したマップを，岐阜県岐南町の協力のもとで作成・配布し，その効果の実証研究を進め
ている 6)．一方，都市部では，そもそも日常生活の中にコミュニティーが存在せず，コミ
ュニケーションを実施することが非常に困難であると考えられる．そのことから，家屋の
構造と浸水深，流速，湛水時間の関係から洪水時の避難行動を規定した行動指南型の洪水
ハザードマップを名古屋市の協力のもと，同市中村区を対象に作成・配布し，その効果の
実証研究も進めている 6)． 
洪水ハザードマップのありようは，都市部と地方部・農村山間部，地域毎の年齢構成や
就業形態，地形・河川形状の違いなどによって異なってしかるべきである．さらには，何
を主な目的として，誰を対象に配布するのかを十分に検討した上で，掲載する情報の内容，
公表の方策を検討していくことが，洪水ハザードマップの活用を考える上で最も重要なこ
とであると考える． 
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4-5 結 語 
本章では，洪水ハザードマップの作成・公表について，「手引き」で示されている国の
方針と既往の研究における課題などを示した上で，同マップの作成・公表者である市町村
の実態をアンケート調査から把握し，作成・公表に係る現状と課題を考察した． 
また，洪水ハザードマップの活用の方向性として，リスク管理フェーズに主眼をおいた
同マップの作成・公表，さらにはそれを用いてのリスク・コミュニケーションの実施を提
案した．本研究で示した洪水ハザードマップの作成・公表の課題や活用の方向性は，社会
システムとして洪水防御の強化を図る上で，重要な視点になるものと考える． 
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第5章 リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップ
のあり方 
5-1 概 説 
近年の防災行政では，ソフト対策が積極的に進められるようになり，ハザードマップは，
その中の重要な施策の一つとして位置づけられるようになった．近年各地で洪水，津波，
火山，地震など，さまざまな自然災害を対象としたハザードマップが作成されており，国
土交通省をはじめとする中央省庁では，その作成，公表のあり方を検討し，その成果を作
成要領やマニュアルとしてとりまとめている 1),2)． 
ハザードマップは，災害が発生した場合において，災害現象により影響が及ぶと想定さ
れる領域および避難に関する情報を地図にまとめたものであり，平時からの住民の防災意
識の啓発と災害時における円滑な避難行動の促進によって人的被害の軽減を図ることが主
な目的とされている 2),3)．既に公表されているハザードマップが，1998 年東日本豪雨災害
や 2000 年東海豪雨災害，2000 年有珠山噴火災害など，実際の災害時において利用された
事例がいくつかあり，災害時における住民避難の迅速化，円滑化に効果があったことのみ
ならず，行政の防災対応においても適切な時期で避難情報を発令することができたことな
どが報告されている 4)-7)．しかし，ハザードマップは，リスク情報の表示や公表の方法に
よって住民に誤解を与える可能性があることや 8),9)，配付されて時間が経過すると紛失し
てしまう住民，さらには地域でハザードマップが公表されていることすら認知していない
住民が少なからず存在するなど 10),11)，自治体が期待するようなハザードマップによる防災
意識の啓発効果は十分に得られていない状況にある． 
ハザードマップは，その受け手である住民にリスク情報や作成意図が正しく理解され，
それに応じた対応行動がとられてこそ活きるものである．すなわち，ハザードマップは，
行政から住民への一方向的なインフォメーションの為のツールとしてだけではなく，互い
の意思疎通を図るコミュニケーションの為のツールとして活用されるべきである．しかし
現状は，ハザードマップを用いた行政と住民とのコミュニケーションが十分に行われてい
るとはいえず，ハザードマップがコミュニケーション・ツールとしての機能を発揮できて
いない状況にある． 
本章では，水防法の改正を契機に近年各地で作成が進められている洪水ハザードマップ
を事例に，河川行政の変遷と洪水ハザードマップの普及の経緯を概観しながら，防災行政
における洪水ハザードマップの位置づけを考察する．また，地域防災力の向上のためには，
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行政と住民とのリスク・コミュニケーションが必要との認識のもと，そのリスク・コミュ
ニケーション・ツールとしての洪水ハザードマップの役割について述べる．以上について
は，次の第 2 節で詳述する．つづく第 3 節では，現状の洪水ハザードマップの運用に係る
課題を，住民のリスク情報の理解特性や心理特性といった観点と，行政によるリスク情報
の提供のありようといった観点から整理する．最後の第 4 節では，リスク・コミュニケー
ションのための効果的な洪水ハザードマップの作成・活用のあり方について考察する 12)． 
5-2 洪水ハザードマップの普及の経緯と河川行政における位置づけ 
5-2-1 河川行政の変遷 
洪水ハザードマップは，1994 年の建設省（現・国土交通省）河川局治水課長の通達によ
ってその作成が始まり，後述する 2001 年，2005 年の水防法の改正を経てその作成が推進
されるようになった．2007 年 9 月末の時点では，609 の市町村で洪水ハザードマップが作
成・公表されている．洪水ハザードマップの作成は，洪水氾濫という万一の事態を想定し，
住民の命を守る手だてを具体的に検討することにおいて，行政サイドからみれば洪水災害
に対する危機管理の実践であるといえよう． 
洪水ハザードマップに象徴されるこうした危機管理の視点が河川行政に導入されたのは
ごく最近のことである．1896（明治 29）年制定の旧河川法から１964（昭和 39）年の新河
川法を経て今日まで，わが国の河川行政は一貫して洪水の河道内制御，すなわち「洪水は
市街地に氾濫させない」ことを前提とした，堤防やダムといった治水施設の整備事業を推
進することで氾濫防止を目指すことに主眼がおかれてきた．それにより，わが国の洪水氾
濫の発生頻度は確実に低下し，治水事業は大きな成果をあげてきた．しかし，氾濫させな
いことを前提にした河川行政であったからこそ，「氾濫した場合」を想定する余地は少な
く，洪水氾濫に備えた危機管理は十分に検討されてこなかった．そうしたなか近年になっ
て，行政の想定外力を超えるような集中豪雨が各地で頻発し，1998 年東日本豪雨災害や
1999 年福岡豪雨災害，2000 年東海豪雨災害など，資産が集中する都市域での水害故に生
じる莫大な経済被害，ライフライン等の都市機能の麻痺，地下空間への浸水被害といった，
いわゆる都市型水害が相次いで発生した． 
これらの災害を受けて，河川審議会は「川はあふれる」という前提にたって流域全体で
治水対策を講ずべきだとする提言を 2000 年 12 月に中間答申としてまとめた 13)．これは，
「降雨は早く安全に川から海に流すこと」が前提だったこれまでの河川行政の方向性から，
「河川は氾濫する」ことを前提に，氾濫時における住民の生命の保全に主眼をおいたソフ
ト対策を強化する方向へと転換する契機となった．これにより河川行政では，ハード対策
だけでは対応できない超過洪水に対応すべく，「氾濫した場合」を念頭においた危機管理
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の視点が加えられるようになった．また，このときの河川審議会における提言では，洪水
ハザードマップを水災防止上極めて有効な施策と位置づけており，洪水ハザードマップの
積極的な作成および公表が必要である旨が答申され，それが後述する水防法の改正に反映
されることとなった． 
5-2-2 水防法の改正と洪水ハザードマップの普及 
河川審議会の中間答申を受け，2001 年には水防法が改正され，同年 7 月に施行された．
この改正では，主に以下のような制度が拡充，創設された 14)． 
(a)洪水予報河川制度の拡充 
相対的に安全度の低い都道府県管理の中小河川では，毎年のように破堤氾濫が発生して
いたが，水防法の改正前では，その中小河川に対して洪水予報を行う制度が整備されてい
なかった．このため，これまで国管理の河川のみを対象としていた洪水予報河川を都道府
県管理の河川まで拡充し，国土交通大臣に加え，都道府県知事も洪水により損害が生じる
おそれがある河川を洪水予報河川として指定できるようになった． 
(b)浸水想定区域の指定とその公表 
国土交通大臣または都道府県知事は，洪水予報河川が氾濫した場合に浸水が想定される
区域を浸水想定区域として指定するとともに，浸水想定区域および想定される浸水深を公
表し，関係市町村に通知することとなった． 
(c)円滑かつ迅速な避難の確保を図るための措置 
市町村は，公表された浸水想定区域毎に，洪水予報の伝達方法，避難場所その他円滑か
つ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を地域防災計画に定めることとなった．また，
市町村には，地域防災計画で定めた避難情報や浸水リスク情報を住民に周知する努力義務
が課せられた． 
ここで，(c)にある「避難情報や浸水リスク情報を住民に周知する」ための有効な手段と
して，洪水ハザードマップが位置づけられ，全国各地で浸水想定区域の指定，公表の対象
となった河川を含む市町村を中心に，洪水ハザードマップの作成が進んだ． 
その後，2004 年には，新潟・福島豪雨災害や福井豪雨災害に象徴されるような山地中小
河川の氾濫による水害が各地で多発した．これらの災害では，事態の進展が早くかつ洪水
予測等が未整備である中小河川において氾濫や土砂災害が多発したこと，高齢者をはじめ
とする災害時要援護者が多く被災したこと，避難勧告の遅れや情報伝達が不十分であった
ことなどが指摘され，国では，住民避難や災害情報の観点からさまざまな対策が講じられ
た．たとえば，国土交通省は，社会資本整備審議会の内部に「豪雨災害対策総合政策委員
会」を立ち上げ，2004 年 12 月には「総合的な豪雨対策についての緊急提言 15)」と，それ
に対応する「豪雨災害対策緊急アクションプラン 16)」を公表した．そのアクションプラン
に示された今後の豪雨対策の基本方針では，「送り手情報から受け手情報へ」，「災害行
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動情報が平時から共有される社
会への転換」といった項目が筆
頭にくるなど，住民の避難行動
の円滑化を図る情報面での対策
を重視している．また，同じく
国土交通省が設置した「水災防
止体制のあり方研究会 17)」では，
浸水想定区域を指定する河川の
拡大や警戒避難体制の充実化が
検討され，洪水ハザードマップ
によって浸水危険度を事前に住
民に知ってもらうための手だて
を検討している．これらを受け，
地域の水害防止力の向上を図る
ために水防法の一部が改正されることとなり，2005年 7月に施行された． 
この水防法の改正では，浸水想定区域を指定する河川をこれまでの洪水予報河川のみな
らず主要な中小河川にも拡大するとともに，浸水想定区域や洪水予報等の伝達方法，避難
場所などを洪水ハザードマップ等によって住民に周知することを市町村に義務づけた 17)．
この水防法の改正をうけ，洪水ハザードマップを作成する義務を負うこととなった市町村
は約 2,300（2007 年 9 月末時点では市町村合併により 1,069 市町村）となり，現在各地の
自治体で鋭意その作成が進められているところである． 
以上，これまでの洪水ハザードマップの普及の経緯を図 5-1にまとめた． 
5-2-3 河川行政における洪水ハザードマップの位置づけ 
ここで，河川行政の防災施策において洪水ハザードマップがどのように位置づけられる
かを考える．河川行政における防災施策としては，治水事業などにより災害被害の抑止を
図るハード対策と，避難誘導などの社会的対応により被害軽減を図るソフト対策に大きく
分類される．従前の河川行政では，前述のとおり洪水の河道内制御を原則としたハード対
策が重視されてきたが，近年ではハード対策の計画規模を超える豪雨による水害が各地で
相次いで発生した．もとより治水事業は，一般に 100 年に一度程度の確率で発生する豪雨
を想定外力として計画されているため，たとえ現状未整備の治水施設が将来完成したとし
ても，想定外力を超える洪水災害までも抑止することはできない． 
このようなハード対策では制御しきれないような想定外力を超える災害に対しては，ソ
フト対策によって被害の軽減を図ることになる．ソフト対策の具体的な施策は，災害時に
おける情報伝達や平時からの住民の防災意識の啓発等である．すなわち，行政が実施する
0 1-2 3-4 5-10 11-20 21-
平成14年12月：累計209
平成13年7月 水防法改正
平成12年9月 東海豪雨災害
平成12年12月河川審議会答申
作成対象市町村：約1,100
平成17年7月 水防法改正
作成対象市町村：約2,300
平成16年豪雨災害が多発
平成16年12月豪雨災害対策緊急アクションプラン
平成19年9月：累計609
平成11年9月 ：累計57
平成6年6月 治水課長通達
平成10年8月 豪雨災害
平成9年12月 ：累計36
市町村合併により
現在は約1,069  
図 5-1 洪水ハザードマップ普及の経緯 
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ソフト対策とは，行政が災害を制御しきれない状況において，住民に適切な災害対応を促
すことによって被害軽減を図る社会的対応策といえる．洪水ハザードマップは，治水施設
などのハード対策では守りきれない想定外力を超える事態が生じた場合において想定され
る地域の浸水リスクを示したものである．この洪水ハザードマップを公表するということ
は，既存の治水施設では制御しきれない災害現象が生じた場合に起こりうる事態を住民に
周知し，そのもとで住民に対して自らの責任において被害軽減を図ってもらおうとするこ
とに他ならない． 
無論，行政は，想定外力の範囲で治水事業を効率的かつ積極的に行うこと，想定外力を
超える災害に備えた危機管理体制の充実化を怠りなく努める必要がある．しかし，想定外
力の範囲を超えて襲ってくる自然災害に対して行政が全責任を負うことには限界があり，
行政はそのことを率直に住民に広く周知し，そのような事態においては，住民は自らの命
は自らが守る以外にないということを認識してもらうことを，平時から住民に徹底して周
知することが重要である．このとき，洪水ハザードマップに期待されることは，住民自身
が洪水時において自らにどのような危険が生じうるのかを認識し，そのような事態に備え
た被害軽減策をとれるようにするためのツールとして機能すること，そして，実際の災害
時においては，避難をはじめとする自らの被害軽減のための行動指針をたてる際のマニュ
アルとして機能することである．洪水ハザードマップは，ハード対策だけでは制御しきれ
ない災害現象が生じた場合において，住民の自助努力によって被害軽減が図られるような
地域社会の実現を目指す際の，住民の自助力を向上させるためのツールとして，その整備
の必要性が高まっている． 
5-2-4 リスク・コミュニケーション・ツールとしての洪水ハザードマップ 
想定外力を超える災害において，それによる被害を軽減するためには，「自助」たる住
民，「共助」たる地域コミュニティ，「公助」たる行政が，各々の役割を果たすことが重
要である．住民が「自助」として果たすべき役割とは，「自分の命は自分で守る」という
鉄則を住民一人ひとりが認識し，災害時においては自らの判断で適切な対応行動により被
害軽減を図ることである．「共助」は，個人では対応できないことを相互の協力行動によ
り対応することであり，そこには避難困難者など自らでは対応しきれない個人に対する支
援なども含まれる．また，「公助」たる行政の役割は，災害情報の提供などのソフト対策
や，自助・共助では実施困難あるいは不可能な対応，具体的には災害抑止力向上のための
ハード対策や，行政機関，公共機関としての対応などにより，自助，共助を支援すること
である．このように，災害に対して住民，地域コミュニティ，行政が，自助，共助，公助
の枠組みで相互に補完しあいながら災害に立ち向かう社会構造こそが，「災害に強い社
会」といえよう． 
こうした災害に強い社会を築くためには，地域防災に係る当事者（住民と行政）が互い
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の信頼関係のもと，地域における災害リスクに関する危険性や課題について認識を共有し，
それに対する解決策を講じながら合意形成を図っていく，いわゆるリスク・コミュニケー
ションが必要不可欠である．ここにおいて洪水ハザードマップは，行政と住民とのリス
ク・コミュニケーションのための一つのツールとして活用されることが望まれる．洪水ハ
ザードマップの公表は，リスク・コミュニケーションを始めるためのきっかけを作る機会，
いうなれば，行政が住民にあてた洪水災害に関する「ファーストメッセージ」として位置
づけ，その後は専門家を交えながら行政と住民とが共に地域の水害リスクについて考え，
防災に係る問題意識を共有化し，その解決に向けて適切な対応を検討していくリスク・コ
ミュニケーションのためのツールとして活用を図ることが重要である． 
洪水ハザードマップを活用したリスク・コミュニケーションは，住民の水害に対する認
知や自助力を向上させるとともに，水害リスクの高い地域からの移転によるリスク回避や，
家屋の耐水化によるリスク削減，水害保険への加入等によるリスク移転等の動機付けを醸
成するものと思われる．また，平時からのリスク・コミュニケーションを経ることによっ
て，住民の水害時における危機管理対策に係る思考・対応の促進が期待され，有事におい
ては，洪水ハザードマップは住民の避難の際のマニュアルとして適切にその役割を果たす
ことができるようになると考える． 
5-3 洪水ハザードマップの運用に係る現状と課題 
前節では，洪水ハザードマップは，行政と住民の双方の意思疎通を図るためのリスク・
コミュニケーション・ツールとして活用されることが重要であることを述べた．しかし，
現状をみると，行政が洪水ハザードマップを公表したとしても，それが住民に十分に認知
され，かつ洪水ハザードマップに表示される浸水リスク等の情報が適切に理解されている
とはいえない状況にある．一方で，洪水ハザードマップを住民に提供する側である行政に
おいても，洪水ハザードマップの住民への周知や浸水リスク等の情報提供のあり方に問題
があり，洪水ハザードマップを介した行政，住民とのコミュニケーションが成立している
とはいえない状況にある． 
洪水ハザードマップを介したコミュニケーションが適切に行われていない現状の問題を，
情報の受け手である住民と送り手である行政の視点にたって整理したものが表 5-1 である．
本節では，この表の枠組みにそって，洪水ハザードマップの運用に関わる現状と課題を詳
述する． 
5-3-1 住民の洪水ハザードマップの認知・受容に関する問題 
2001 年，2005 年の水防法の改正を経て，洪水ハザードマップの作成，公表が全国各地
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で推進されているが，現状は，
公表された洪水ハザードマップ
が必ずしも住民に積極的に受容
され，利用されているとはいえ
ない状況にある．1998 年東日本
豪雨災害での郡山市民を対象と
した調査によれば 4)，郡山市では
災害が発生した同年 8 月末の約
半年前（1998 年 1 月）に全世帯
に洪水ハザードマップを配付していたが，豪雨災害時にそれを改めて見たという住民は
31％にとどまり，一方でそのとき既に紛失してしまっていた住民は 33％にのぼった．また，
2003 年時点で洪水ハザードマップを公表していた市町村のうち，37 市町村の住民を対象
に著者らが実施した調査では，洪水ハザードマップを所持していると回答した住民はわず
か 25％であり，洪水ハザードマップの所持率と配付されてからの時間の経過に有効な関連
性はみられなかった 10)．このように，洪水ハザードマップが住民に認知されていない実態
は，日本損害保険協会が実施した調査 11)などでも明らかにされている． 
洪水ハザードマップが配付されても，住民がそれを認知しなかったり紛失してしまう主
たる要因は，住民が洪水ハザードマップを自らの命に関わる重要な情報として認知してい
ないことにある．このような住民の意識的背景には，そもそも自らが住まう地域の水害リ
スクの存在を認知していないことや，「水は恐くない」といった水害に対する楽観的なリ
スク・イメージ 18)が挙げられる．また，浸水リスク情報を受けたとしても，住民にはリス
ク情報を軽視する次のような心理特性が作用すると考えられ，その結果として，浸水リス
ク情報の重要性を十分に認識できないまま，時間の経過とともに洪水ハザードマップを紛
失してしまうものと考えられる． 
その心理特性の一つが情報理解の非対称性である．これは，自らに都合のよい情報は積
極的に受け入れようとするが，都合の悪い情報は無視する人間の情報理解特性である．こ
の自らに都合の悪い情報を無視する傾向には，「正常化の偏見 22)」といった心理作用が少
なからぬ影響を与えているものと考えられる．正常化の偏見とは，自らに及ぶ危険性を低
く歪めて捉えることで，危険の認知から心理的均衡を脅かされるのを防ごうとする心理作
用である．福田らの平成 10 年 8 月那須集中豪雨災害での調査 21)や東京大学新聞研究所
(現：東京大学大学院情報学環・学際情報学府)が実施した 1983 年日本海中部地震での津波
警報に関する調査 23)では，避難勧告や津波警報が発令されても危機意識を感じない住民意
識の実態を明らかにし，その背景には正常化の偏見が作用したことを指摘しており，その
ような心理特性を踏まえた災害情報提供の必要性について述べている．このことを住民が
洪水ハザードマップを閲覧した場合に当てはめて考えると，浸水リスク情報が提示された
表 5-1 洪水ハザードマップを介した 
コミュニケーションの問題点 
 
(4)浸水リスクに係る情報提供の
問題
（住民の情報理解の特性をふま
えていない，地域の実情から
具体的な対応策を示せない）
(3)ハザードマップの周知に関す
る問題
（作成し，配付さえすれば良い
と考えている）
行政
(2)浸水リスク情報の理解に関す
る問題
（情報を受けたとしても適切に
理解できない）
(1)ハザードマップの認知・受容
に関する問題
（情報を積極的に受けとる意思
がない）
住民
洪水ハザードマップの掲載情報
（浸水リスク情報）洪水ハザードマップの周知・受容
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としても，正常化の偏見が作用することにより，住民は「自らに危険は及ばない」あるい
は「このような災害は発生しないかもしれない」というように災害の危険性を低く見積も
り，その結果浸水リスク情報を軽視するようになるものと考えられる． 
もう一つは「認知的不協和 24),25)」である．認知的不協和とは，自己の持つ認知要素同士
に矛盾が生じた場合，それを解消しようとする心理作用である．Covello ら 26)は，原子力
発電所や化学プラントに対するリスク認知について，それら施設に近い住民ほどリスク認
知は高まるが，極めて近いとかえってリスク認知は低くなることを明らかにしており，そ
の心理的背景には，プラントの近くに住んでいるという事実を変更することは容易ではな
いため，「プラントは危険」というリスク認知を低めることで認知の不協和を解消する心
理プロセスが作用しているものと考察している．この心理プロセスを住民が洪水ハザード
マップを閲覧した場合に当てはめて考えると，住民は自らが住む地域の洪水に対する危険
性を新たに認知する一方で， もとより自らが住んでいる地域であるという事実に対する
認知があり，そこに認知的な不一致が生じることになる．そして，自らの住まいを変える
ことよりも浸水リスクを軽視することで認知的な不一致を解消することの方がより容易な
ため，結果的に洪水ハザードマップに示されるリスク情報は軽視され，受容されなくなる
ものと考えられる． 
以上のように，洪水ハザードマップは，正常化の偏見や認知的不協和といった，災害情
報の受容のみならず災害時の住民避難にも影響を与える人間の基本的な心理特性 27),28)など
も要因となって，住民に十分認知されない状況にあると考えられる．したがって，行政は，
住民のリスク認知の実態やリスク情報を受ける際に作用する心理特性を十分にふまえなが
ら，洪水ハザードマップの意義や重要性を説明会等により周知させることが重要であると
考える． 
5-3-2 浸水リスク情報の住民理解に関する問題 
洪水ハザードマップが住民に受容されていない実態は先に述べたとおりであるが，住民
が洪水ハザードマップを閲覧したとしても，洪水ハザードマップに示される浸水リスク情
報が住民に適切に理解されない状況が多々見受けられる．以下では，洪水ハザードマップ
に対する住民理解の問題を列挙する． 
(1)災害イメージの固定化 
まず，第一の問題点は，洪水ハザードマップに示される浸水リスク情報が，住民の洪水
災害のイメージを固定化してしまうことである．すなわち，住民が洪水ハザードマップか
ら自宅の予想浸水深を読み取ると，それがその人の予想する浸水深の最大値を規定してし
まうのである．特に，洪水ハザードマップから浅い浸水深，もしくは浸水しないことを読
み取った住民は，その情報によって安心感をもち，洪水災害時において避難の意向を示さ
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なくなる．しかし，洪水ハザー
ドマップに示される予想浸水深
は，ある条件に基づく一つの氾
濫シミュレーションの結果に過
ぎず，将来にわたって洪水氾濫
がそのシミュレーション結果の
範囲にとどまるという保証はな
い． 
先に述べた 37 市町村の住民を
対象に実施した調査結果（図 5-2
参照）より，回答者が洪水ハザ
ードマップから読み取った自宅
の予想浸水深と洪水災害に対す
る危険性認識との関係を見ると，回答者が読み取った自宅の予想浸水深と危険性認識との
連動性は明確であり，特に予想浸水深が 50cm 以下であると読み取った住民については，
半数近くが洪水災害に対して危険性は低いと認識している．すなわち，住民の洪水災害に
対する危険性認識は，単に洪水ハザードマップに示される予想浸水深の程度によって規定
される傾向が強く，洪水ハザードマップの予想浸水深があくまで一つの氾濫解析結果に基
づくという前提を認識していないことがわかる． 
(2)浸水リスク情報の表現の限界による誤解 
二つ目は，洪水ハザードマップの表現力の限界により住民が浸水リスクを誤解してしま
う問題である． 
一般的な洪水ハザードマップは，紙面の地図に予想浸水深がその区分に対応した色で表
示されているが，そこに流速までも表現することは難しい．しかし，勾配が急な市街地の
場合，氾濫流の流速は大きく，それに伴って浸水深は浅くなる傾向にある．このような流
速が大きい場合は，たとえ浸水深が浅い場合でも歩行による避難は困難な場合が多い．し
かし，住民は流速については考慮せず，洪水ハザードマップに示される浅い浸水深のみに
着目し，それによって安心感を持つ傾向が強い． 
図 5-3 は，群馬県桐生市の洪水ハザードマップである．群馬県桐生市は，渡良瀬川の河
床勾配が 1/100～1/150 と非常に急であり，河川が氾濫した場合には相当な流速をもつ氾濫
流が市街地を流下すると予測されている．そのため桐生市で渡良瀬川が氾濫した場合には，
想定される浸水深は浅いものの， 流速が速いために避難することが不可能な状況となる．
桐生市洪水ハザードマップでは，その旨を明記するとともに，氾濫の危険性を喚起するた
めに，通常 50cm 未満の区分の浸水深から表記するところを 1m 未満と表記しているほか，
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図 5-2 洪水ハザードマップの閲覧と 
危険性認識との関係 
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浸水想定区域を赤系統の色で示
している．しかし，桐生市街地
の浸水想定区域を含む地区及び
その周辺地区の住民を対象に桐
生市洪水ハザードマップ公表後
に実施した調査では，無色（浸
水しない），浅い浸水深（1m 未
満の浸水）を示された地域の住
民の多くは，この洪水ハザード
マップを見ても「安心感を持っ
た」との回答を示した（図 5-4
参照）．このように，住民は，
流速による危険性を考慮しない
で洪水ハザードマップに示され
る浸水深だけをみて洪水の危険
性を判断する傾向にある．ちな
みに，たとえ流速を洪水ハザー
ドマップに示したとしても，流
速の危険性を住民は十分に理解
していないという問題点も指摘
されている 18)． 
(3)浸水シナリオの前提条件に関
する認識の欠如 
三つ目の問題点は，浸水シナリオの前提条件に関する認識が住民にないため，ときに洪
水ハザードマップが「洪水安全地図」に変わってしまう場合があることである． 
洪水ハザードマップにおいて，色が塗られていない地域（予想浸水深がゼロの領域）は，
与えられたシナリオに基づく洪水氾濫シミュレーションにおいて，たまたま浸水が生じな
いと判定された領域である．特に，2005 年の水防法の改正までは，氾濫解析で必要とされ
るデータの制約により，中小河川は氾濫解析の対象外となるケースが多かった．このよう
な氾濫解析の対象外となった中小河川の流域については，洪水ハザードマップにおいて予
想浸水深は示されず，その結果，流域住民が「ここは洪水に対して安全な地域」として受
け止めてしまうことが危惧される 9)．それは，昭和 57 年の台風 18 号による豪雨災害で
527 戸が浸水するなど，過去しばしば山田川の洪水により浸水被害を受けている山田川下
流部の住民が，渡良瀬川を対象とした洪水ハザードマップ（図 5-3）をみて，他の色が塗
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図 5-3 桐生市洪水ハザードマップ 
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図 5-4 桐生市洪水ハザードマップの閲覧と洪水に 
対する安心－不安意識との関係 
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られていない地域の住民と同様に，およそ 8 割の人が「安心感をもった」あるいは「どち
らかというと安心感をもった」と回答していることから推察することができる（図 5-4 参
照）． 
5-3-3 行政による洪水ハザードマップの周知に関する問題 
洪水ハザードマップを単に住民に配付しただけでは，洪水ハザードマップに期待される
住民の防災意識の啓発効果が十分に得られないどころか，住民に誤解を与えかねないこと
は前節で述べたとおりである．したがって，洪水ハザードマップを作成する市町村では，
洪水ハザードマップを作成・公表するのみにとどまらず，住民への周知や適切な理解，利
用を促すためのフォローアップを実施することが重要である．しかし実際には，自治体に
よるそのようなフォローアップは十分に実施されていない状況にある． 
愛知県内で洪水ハザードマップを作成した市町村の防災担当の職員を対象に実施した調
査結果によれば 29)，洪水ハザードマップを作成した市町村の 30％以上が公表に際して特に
何も実施しておらず，実施したとしても広報誌で紹介する程度の，いわばフォローアップ
に関しては何もしていないことに準ずるような市町村を含めると，その割合は 70％にのぼ
った．また，洪水ハザードマップの作成過程，作成後においても，洪水ハザードマップを
利用した住民への防災教育などの取り組みはほとんど実施されていないことが明らかとな
った．このように，洪水ハザードマップ作成後の住民へのフォローアップが十分に行われ
ていない実態については，牛山ら 30)が全国の市町村を対象に実施した調査でも明らかにさ
れている． 
2005 年に施行された改正水防法により，洪水ハザードマップの作成が義務づけられた市
町村は大幅に増加した．しかし，上述のとおり，多くの市町村では，洪水ハザードマップ
を作成し，公表するにとどまっている．はじめに紹介した 1998 年東日本豪雨災害や 2000
年東海豪雨災害での事例のように，洪水ハザードマップが住民避難の促進効果をもたらし
たという事例はあるが，洪水ハザードマップを単に住民に配付しただけでは，住民理解の
観点からすればかえって逆効果をもたらす可能性があることは既に述べたとおりであり，
配布後どのように住民が洪水ハザードマップを理解するかを十分にふまえたうえで，その
フォローアップを講じることが重要と考える．作成自治体も，そのことを十分に認識する
必要があると考える． 
5-3-4 行政の浸水リスクに係る情報提供の問題 
最後に，自治体が洪水ハザードマップを作成していくなかで直面している浸水リスク等
の情報提供のあり方に関する諸問題について述べる． 
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(1)ハザードマップの複雑化 
国土交通省が市町村に向けて提供している「洪水ハザードマップ作成の手引き 2)」では，
従来洪水ハザードマップにおける主たる浸水リスク情報として提供してきた洪水氾濫時の
予想浸水深に加えて，流速や氾濫流の到達時間といった氾濫特性に係る情報など，効果的
な避難を検討する上で必要と考えられるさまざまな情報の提供を推奨している．また，洪
水災害のみならず，内水氾濫や高潮，土砂災害などの多様なリスクを掲載したハザードマ
ップを作成している自治体もある．しかし，一枚のマップに氾濫特性を掲載したり，多種
多様なリスク情報を掲載することは，マップ自体が煩雑になり住民の災害情報理解の難易
度を向上させることのみならず，住民が提供された各種リスク情報の全てを無視するとい
ったような，いわば提供されたリスク情報が共倒れになってしまうことが危惧される．ま
た，洪水のみならず，土砂災害や津波等の別のハザードマップが何度も提供されることで，
リスク情報の新規性やそれに対する住民の興味が薄れ，住民の積極的な情報取得を妨げる
おそれがある．このため，洪水ハザードマップの作成，公表に際しては，住民が理解しや
すく，受け入れやすい情報提供のあり方を検討する必要がある． 
(2)複数河川が対象となる場合の浸水リスクの掲載 
地域によっては，洪水ハザードマップに反映されるべき浸水想定区域図が複数存在する
ところがある．このような場合において，洪水ハザードマップに浸水リスクを表示する際，
自治体は危機管理の観点から浸水想定区域が最大限に表示されるよう，大河川による低頻
度大規模災害を優先して検討する傾向にある 28)．しかし，住民がイメージできる水害の規
模は，高頻度で発生する内水氾濫や整備率の低い中小河川の溢水等によるものであり，自
治体の危機管理の観点から作成した洪水ハザードマップは住民の水害イメージと乖離した
ものとなってしまう．すなわち，危機管理として対象とする大規模河川による低頻度大規
模災害の浸水リスク情報によって，住民がイメージする日常的な浸水リスク情報が相殺さ
れてしまい，結果として洪水ハザードマップが住民に対して有効な情報とならないおそれ
がある． 
このような問題に対処すべく，著者らは，岐阜県岐南町において図 5-5 のような洪水ハ
ザードマップを提案した．岐南町では，水防法により住民に周知すべき対象となった浸水
想定区域図が，一級河川の木曽川と長良川，内水を考慮した県管理の境川のものと計三枚
あった．洪水ハザードマップを作成する際，これら三枚の地図を重ね合わせ，その最大浸
水深をとって表示すると，前述のように高頻度で小規模な境川や内水による氾濫の危険性
を住民に示すことができなくなることが危惧された．このため岐南町ハザードマップでは，
三枚の浸水想定区域図から，木曽川，長良川の氾濫による浸水リスクのみならず，境川の
氾濫や内水による浸水リスクを考慮した地域の浸水リスクの特徴を図 4-5 のように記載し，
住民に自らが住まう地域の浸水特性の理解を促すとともに，高頻度に発生する浸水リスク
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が表示されなくなるような事態を回避するものとした． 
(3)避難場所等が示せない洪水ハザードマップ 
水防法が改正され，洪水ハザードマップの作成が義務づけられたことにより，各市町村
にとってはその作成が避難計画を見直す契機となっている．本来ならば，洪水ハザードマ
ップには，避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を
示す必要がある．しかし，洪水氾濫時に地域に生じうる事態を検討した結果，市域の全域
が大規模に浸水し，避難所までも浸水するために安全な避難場所が十分に確保できないな
ど，想定される極めて深刻な事態を前に，氾濫解析の想定結果を避難計画に反映できない
市町村が少なからず存在している．特に，平野部の都市域においてそのような状況がみら
れており，埼玉県戸田市もその事態に直面している一自治体である． 
戸田市では，市域の南部に荒川があり，その堤防が決壊した場合には，市全域が 1m 以
上の浸水，場所によっては 4m 以上も浸水すると想定されている．このような状況におい
ては，戸田市の多くの指定避難所も浸水することが想定されており，三階以上の高層部し
か利用できないところや，浸水が深く全く利用できないところも存在している．このよう
な条件の中で，避難場所および避難経路の情報としては，戸田市の指定避難所で想定され
る浸水深および利用の可否と，大宮台地のある北部周辺地域への早期避難を促す表記だけ
の洪水ハザードマップを 2006 年 4 月に公表した（図 5-6 参照）．それは，著者らが戸田
市の洪水ハザードマップの作成に関わる中で，この洪水ハザードマップの公表を，地域に
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※この統括図の後ろの頁に木曽川，長良川，境川の浸水想定区域図が掲載されている． 
図 5-5 岐南町浸水想定区域統括マップ（岐南町ハザードブック洪水編より） 
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生じうる事態を住民に認識して
もらうための，行政から住民へ
のファーストメッセージと位置
づけて，すなわちリスク・コミ
ュニケーションを実施していく
うえでの契機と捉えることがで
きると考えて提案したものであ
る．なお，戸田市の洪水ハザー
ドマップには，前述の避難場所
などの情報のほか，過去の道路
冠水の実績や水害時における対
応方法，事前の備えなどの情報が記載されており，これらの情報はインターネットでも閲
覧できるようになっている． 
著者らは，戸田市で，洪水ハザードマップを介して住民とリスク・コミュニケーション
を行い，荒川が破堤した場合に起こりうる事態，前述した行政だけでは解決が困難な避難
計画に係る課題などについて認識の共有化を目指す．そして，人的被害を最小限にとどめ
るための一つの方策として，公共施設のみならず民間の高層マンションなどを避難場所と
して利用することも視野に入れた避難計画を，住民主導型で決定していく取り組みを実施
する予定である．このような洪水ハザードマップを介してのリスク・コミュニケーション
が，住民主導型の避難計画策定に結びつけば，行政だけでは解決が困難な避難計画に係る
課題を持つ市町村に対して，課題解決の有用な一方策として提示できると考えている． 
5-4 リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップのあり方 
前節では，洪水ハザードマップを介したコミュニケーションの現状として，住民，行政
双方において課題があることを指摘した．それらの課題に対応するためには，前にも述べ
たとおり，洪水ハザードマップを，行政から住民への一方向的な災害インフォメーション
のためのツールとしてのみならず，双方の意思疎通を図るためのコミュニケーション・ツ
ールとして活用することが重要である．以下では，リスク・コミュニケーションのための
洪水ハザードマップのあり方について述べる． 
これまでの河川行政では，洪水ハザードマップの基となる情報として，実際に当地で起
こりうる現象を緻密に表現し，住民に説得力ある浸水リスク情報を提供しようと，氾濫解
析の精度向上に尽力を注いできた．このような，いわゆる「精緻なマップ」は，住民の洪
水災害時の行動を誘導する機能（以下，「行動指南力」と記す．）が大きいものと推察す
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図 5-6 戸田市洪水ハザードマップ 
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る．しかし，前節でも述べたと
おり，洪水ハザードマップに示
される浸水リスクは，ある氾濫
シナリオに基づく一つの解析結
果に過ぎず，以後発生しうる洪
水氾濫がその範囲にとどまると
は限らない．このようなことを
踏まえると，精緻なマップは，住民の災害イメージの固定化を招き，さらにはリスク・コ
ミュニケーションを動機づける点では，次に示す「粗なマップ」より効果は低いと考える．
その理由は後述する． 
一方で，先の図 5-5 で示した岐南町の洪水ハザードマップや図 5-6 の戸田市の洪水ハザ
ードマップは，浸水リスクの表現が粗いマップ，いわば「粗なマップ」であり，住民の洪
水災害時の行動指南力は小さいものと考える．しかし，たとえば岐南町の洪水ハザードマ
ップは，著者らが行政と共に，住民が地域の浸水特性を大まかに容易に把握でき，且つ災
害イメージの固定化を回避するねらいで，あえて浸水リスク情報を粗く表現して作成した
ものである．このようなマップは，住民により詳細な災害情報を得ようとする情報検索意
欲を高めるほか，洪水ハザードマップや防災対策への不満をもたせることで行政とのコミ
ュニケーションの動機付けを起こすことができるものと考えている．著者らは，岐南町職
員と共に洪水ハザードマップを介した住民とのリスク・コミュニケーションを実施し，そ
の効用を検証しているところである．このようなことは，戸田市洪水ハザードマップにつ
いても同様である．すなわち，前述したように，避難場所や避難経路などの情報が不十分
な洪水ハザードマップを提示することで，戸田市が抱える現状の課題について住民の認識
を高め，住民と行政の問題意識の共有化を図り，そのことがリスク・コミュニケーション
を始める契機を与える効果を期待して取り組んでいるところである． 
以上で述べてきた「精緻なマップ」と「粗なマップ」の著者らが考える機能を比較する
と，図 5-7 のようになる．今後，このような「粗なマップ」の効用を，岐南町や戸田市の
取り組みによって実証していくことが，リスク・コミュニケーションのための洪水ハザー
ドマップのあり方につながるものと考える． 
5-5 結 語 
本章では，洪水ハザードマップを事例に，河川行政の変遷をたどりながら，そこでの洪
水ハザードマップの位置づけを考察した．また，「災害に強い社会」の構築には，行政と
住民とのリスク・コミュニケーションが必要不可欠との認識から，洪水ハザードマップを
 粗なマップ
行動指南力 小 大
災害イメージの固定化 小 大
コミュニケーション
の動機付け 大 小
情報取得態度 大 小
精緻なマップ
 
図 5-7 粗なマップと精緻なマップの比較 
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そのコミュニケーションのためのツールとして活用することの重要性を述べた．しかし現
状は，洪水ハザードマップに期待されるようなコミュニケーション・ツールとしての機能
は十分に果たされているとはいえない状況にあり，そこには住民のリスク認知や災害情報
理解に関わる問題のみならず，洪水ハザードマップを提供する側である行政の運用のあり
方にも問題があることを指摘した． 
最後に第 4 節では，リスク・コミュニケーションを動機付ける方法として，「粗なマッ
プ」の作成を提案した．その効用は，著者らが今後実施しようとしている岐南町や戸田市
での取り組みの中で実証していく必要があるが，その取り組みそのものが災害リスク・コ
ミュニケーションのための洪水ハザードマップのあり方，方向性を示すものとなり，地域
防災力の向上に貢献するものと考えている． 
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第6章 本研究のまとめと今後の展開 
本章では，本研究による成果を要約するとともに，今後の展開を示すことによって，本
研究のまとめとする． 
6-1 本研究のまとめ 
地球温暖化などの影響により自然外力が巨大化する可能性が指摘される一方で，人口減
少化が進み新たな社会資本整備への投資余力が減少化すると考えられる社会情勢の中で，
社会経済活動を支える安全基盤としての防災対策を，今後どのように進めるかは重要な命
題である．その答えの一つが，防災対策から減災対策への転換であり，ソフト対策の活用
と考えられる．そして，そのためには，第 1 章および第 2 章で述べてきたように，洪水リ
スクの社会的な認知・受容を高めることが重要と考える． 
このような認識のもと本研究では，第 3 章で，洪水被害額の正確な算出，すなわち対策
効果の適切な評価に関する研究をおこなった．そして，第 4 章および第 5 章では，洪水リ
スクを広く社会に情報発信し，洪水リスクの認知・受容を高める方策に関する研究をおこ
なった．各章における成果は下記のとおりである． 
 第 3章 都市型水害における事業所被害の構造的特質 
本章では，2000年 9月の東海豪雨で被災した地域の事業所に対し，被災後 3年が経過し
た 2003 年にアンケート調査を実施して，事業所被害を時間的構造の特質と空間的波及構
造の特質という観点から分析・検討し，現在の治水経済調査マニュアルでは都市型水害の
被害額が過小に算出されることなどを明らかにした． 
さらに，被害の要因などを分析して，都市型水害の被害額を的確に捉えるための方法に
ついて提案をした． 
 第 4章 洪水ハザードマップの作成・活用に係る現状と課題 
本章では，洪水ハザードマップの作成・公表について，「洪水ハザードマップ作成の手
引き」で示されている国の方針と既往の研究における課題などを示した上で，同マップの
作成・公表者である市町村の実態をアンケート調査から把握し，作成・公表に係る現状と
課題を考察した． 
また，洪水ハザードマップの活用の方向性として，リスク管理フェーズに主眼をおいた
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同マップの作成・公表，さらにはそれを用いてのリスク・コミュニケーションの実施を提
案した． 
 第 5章 リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップのあり方 
本章では，河川行政の変遷をたどりながら，そこでの洪水ハザードマップの位置づけを
考察した．また，「災害に強い社会」の構築には，行政と住民とのリスク・コミュニケー
ションが必要不可欠との認識から，洪水ハザードマップをそのコミュニケーションのため
のツールとして活用することの重要性を述べた． 
しかし，現状は，洪水ハザードマップに期待されるようなコミュニケーション・ツール
としての機能は十分に果たされているとはいえない状況にあり，そこには住民のリスク認
知や災害情報理解に関わる問題のみならず，洪水ハザードマップを提供する側である行政
の運用のあり方にも問題があることを指摘した． 
そして，リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップのあり方として，住
民が地域の浸水特性を大まかに容易に把握でき，且つ災害イメージの固定化を回避するね
らいで，あえて浸水リスク情報を粗く表現して作成した「粗なマップ」の作成を提案した． 
6-2 今後の展開 
洪水リスクの社会的認知・受容の向上方策に関する研究として，第 3 章では，洪水防御
対策効果の適切な評価に関して，事業所被害時間的構造および空間的波及構造について分
析・考察し，都市型水害の被害額算定の方向性について提案を行った．今後は，全国各地
で発生した都市型水害についての諸データを収集し，さらなる分析・検討を進めることが
重要であると考える． 
第 4 章及び第 5 章では，洪水リスクを広く社会に情報発信し，洪水リスクの認知・受容
を高める方策に関して，洪水ハザードマップの作成・活用に係る現状と課題を分析したう
えで，リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップのあり方について検討し
た．今後は，リスク・コミュニケーションを動機付ける方法として提案した「粗なマッ
プ」の有効性を，著者らが今後実施しようとしている岐南町や戸田市での取り組みの中で
実証していく必要がある．また，その取り組みそのものが災害リスク・コミュニケーショ
ンのための洪水ハザードマップのあり方，方向性を示すものとなり，且つ洪水リスクの社
会的受容・認知の向上につながるものと考える． 
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